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職務の為出席者

事 務 局 長 中野直文 書 記 脇 俊明

書 記 上野隆志

提 出 議 案 別紙のとおり
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議事の顛末 左記のとおりを記載する。
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（午前 ９時 ３０分）

川端龍雄議長

皆さん、おはようございます。

開会に先立ち、ご報告申し上げます。

本年、２月９日に開催された全国町村議会議長会の第６２回定期総会において、地方議会議

員として１５年以上の在職者に対する表彰式が行われ、紀北町議会から、中津畑正量議員と元

議員の東澄代氏が自治功労者表彰を受けられました。

中津畑正量議員は、これまで教育民生常任委員長や産業建設常任委員長に就任されるなど、

委員会活動のリーダーとしての多大な貢献をされ、現在においても、紀北町議会の副議長に

就かれ、ご尽力をいただいております。

また、元議員の東澄代氏におかれましては、旧紀伊長島町議会議員及び合併後の紀北町議

会議員として、１５年５カ月の長きにわたり、住民の代表として町政に参画し、町の発展と町

民の福祉向上に寄与されました。

その間、各常任委員長や監査委員に就任され、また、副議長という重要なポストに２回も

就かれるなど、ご活躍されました。本日は伝達式に出席いただけなく、残念でございますが、

東澄代さんにおかれましては、くれぐれも健康に留意され、今後とも本町発展のため、ご協

力あらんことを切に念願するとともに、お祝いの言葉とさせていただきます。

それでは、本日、ここに表彰状の伝達式を行いたいと思いますので、中津畑正量議員、前

へお願いいたします。

表彰状 三重県紀北町 中津畑正量殿、あなたは町村議会議員として多年にわたり地域の

振興発展に寄与せられたその功績はまことに顕著であります。よってここにこれを表彰しま

す。平成２３年２月９日、全国町村議会議長会 会長 野村弘

どうもおめでとうございます。

川端龍雄議長

以上で表彰状の伝達式を終わります。

ご協力ありがとうございました。

川端龍雄議長

それでは、これより会議を進めます。
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ただいまの出席議員は１７名であり、定足数に達しております。

これより平成２３年３月紀北町議会定例会を開会いたします。

３月定例会の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。

本年、１月２２日に宮崎県宮崎市で鳥インフルエンザの発生が確認されたのをはじめ、愛知

県、大分県、和歌山県においても発生が確認され、そして三重県でも紀宝町に続き、２月２６

日に南伊勢町で鳥インフルエンザの発生が確認されました。本町においても、６施設で約３７

万羽のニワトリが飼育されていることから、 予断を許さない情況であります。行政機関にお

かれましても、気を緩めず、今後の成り行きや変化について十分に観察していただきますよ

うお願いいたします。

さて、町民の皆様、われわれ議会としても、紀北町にいま何が必要かという角度で議会改

革に向けた検討を重ねてまいりました。今定例会において、議員は、透明性がある中で行動

し、おかしなことがあったら、誰でも目について指摘ができるという仕組みづくりが必要で

あると判断し、その領域の地域性に合った政治倫理というものを確立して、将来にわたって

有効なルールを定めた「紀北町議会議員の政治倫理に関する条例」を制定することにいたし

ました。町民、議会の距離がより近くなり、より身近な議会として生まれ変わってまいりま

すので、議会の傍聴も含めて、今後ともどうぞよろしくご指導、ご鞭撻のほどお願いいたし

ます。

さて、今議会は、新年度予算、補正予算など、それに加えまして、町長の施政方針に及び

ます一般質問など、多岐にわたる事件を審議、質問を行う重要な定例会でもございます。議

員、執行部の皆様方には議事進行への格別のご協力をお願い申し上げまして、定例会開会の

あいさつとさせていただきます。

川端龍雄議長

次に、会期日程及び議事日程につきましては、お手元に配付したとおりであります。

なお、今期定例会において、議会放送番組収録のためＺＴＶ及び企画課職員による撮影等

を許可することにいたします。

それでは、会期日程並びに議事日程を議会事務局長に朗読させます。

中野議会事務局長。

中野直文議会事務局長

それでは、まず会期日程を朗読させていただきます。

平成２３年３月紀北町議会定例会会期日程表
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第１日、３月３日、木曜日、９ 時３０分、本会議、町政の一般説明、発議案上程、討論、採

決、一般議案上程、説明。なお、本日は一般質問受付開始は、午前８時３０分からとなってお

ります。

第２日、３月４日、金曜日、９時３０分、本会議、議案に対する質疑、委員会付託。なお、

一般質問受付締め切りは午後２時までとなります。

第３日、３月５日、土曜日、第４日、３月６日、日曜日、いずれも休日のため休会といた

します。

第５日、３月７日、月曜日、休会とし、常任委員会の開催を予定します。

第６日、３月８日、火曜日は休会、第７日、３月９日、水曜日、第８日、３月１０日、木曜

日、いずれも休会としまして、常任委員会の開催となります。

第９日、３月１１日、金曜日、休会として、委員会の予備日といたします。

第１０日、３月１２日、土曜日、第１１日、３月１３日、日曜日は、休日のため休会といたします。

第１２日、３月１４日、月曜日、休会とし、委員会の予備日といたします。

第１３日、３月１５日、火曜日、９時３０分、本会議、一般質問でございます。

第１４日、３月１６日、水曜日、９時３０分、本会議、一般質問とさせていただきます。

第１５日、３月１７日、木曜日、９時３０分、本会議、一般質問でございます。

第１６日、３月１８日、金曜日は休会といたします。

第１７日、３月１９日、土曜日、第１８日、３月２０日、日曜日、第１９日、３月２１日、月曜日、こ

れにつきましては休日、祝日のため休会といたします。

第２０日、３月２０日、火曜日、９時３０分、本会議、委員長報告、それから委員長報告に対す

る質疑、討論、採決、その後、閉会といたします。

中野直文議会事務局長

続きまして、平成２３年３月紀北町議会定例会議事日程（第１号）

平成２３年３月３日（木曜日）９時３０分開議

第１ 会議録署名議員の指名

第２ 会期の決定

第３ 諸般の報告

第４ 行政報告

第５ 町政の一般説明

第６ 発議第１号 庁舎建設等調査特別委員会の設置に関する決議
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第７ 議案第１号 紀北町住民生活に光をそそぐ基金条例

第８ 議案第２号 紀北町暴力団排除条例

第９ 議案第３号 紀北町行政組織条例の一部を改正する条例

第１０ 議案第４号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

第１１ 議案第５号 紀北町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条

例の一部を改正する条例

第１２ 議案第６号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例

第１３ 議案第７号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例

第１４ 議案第８号 紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例

第１５ 議案第９号 紀北町立公民館条例の一部を改正する条例

第１６ 議案第１０号 紀北町道の路線変更について

第１７ 議案第１１号 平成２２年度紀北町一般会計補正予算（第５号）

第１８ 議案第１２号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）

第１９ 議案第１３号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計補正予算（第２号）

第２０ 議案第１４号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

第２１ 議案第１５号 平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）

第２２ 議案第１６号 平成２２年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

第２３ 議案第１７号 平成２３年度紀北町一般会計予算

第２４ 議案第１８号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

第２５ 議案第１９号 平成２３年度後期高齢者医療特別会計予算

第２６ 議案第２０号 平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計予算

第２７ 議案第２１号 平成２３年度紀北町水道事業会計予算

以上でございます。

川端龍雄議長

これより本日の会議を開きます。

日程第１

６



川端龍雄議長

日程第 １ 会議録署名議員の指名を行います。

会議規則第 １１９条の規定により、本日の会議録署名議員に、

１２番 松永 征也君

１３番 平野 隆久君

のご両名を指名いたします。

日程第２

川端龍雄議長

次に、日程第 ２ 会期の決定の件を議題といたします。

お諮りします。

本定例会の会期は、本日３月３日から３月２２日までの２０日間にいたしたいと思いますが、

ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

異議なしと認めます。

したがって、本定例会の会期は、本日３月３日から３月２２日までの２０日間とすることに決

定いたしました。

日程第３

川端龍雄議長

次に、日程第３ 諸般の報告を行います。

去る２月２５日に議会運営委員会が開催され、３月定例会にかかる運営等についてご協議が

行われました。その確認事項について報告を申し上げます。
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まず、提出議案についてであります。議会からは、特別委員会設置に関する決議案１件で

あります。長からの提出議案については、条例関係などの一般議案が１０件、予算関係が１１件

で、合計２１件であります。なお、予定される追加議案でありますが、議会からは政治倫理に

関する条例案が予定されております。長からは紀北中学校校舎等解体工事の変更契約の議案

が予定されると伺っておりますので、ご了承ください。

次に、３月定例会における一般質問通告書の受け付けは、本日、午前８時３０分から、明日

の午後２時までとなります。質問の趣旨は具体的に記載することになっており、単なる質問

項目のみの場合は、受理しないこともありますので、ご注意ください。なお、通告書の締切

りは明日の午後２時までとなっておりますが、明日は議案に対する質疑を行う予定でありま

すので、議事運営上、午後２時前に休憩するかどうかわかりませんので、なるべく昼食休憩

時間に提出していただくようお願い申し上げます。

次に、地方自治法第 ２３５条の２第１項の規定による例月出納検査について、平成２２年度普

通会計の１１月分から１月分までと、平成２２年度水道事業会計の１１月分から１月分までについ

て、同条第３項の規定により監査委員から報告を受けております。報告書は議会図書室に保

管してございますので、ご覧ください。

次に、一部事務組合議会等の開催であります。

三重紀北消防組合議会は３月２８日、月曜日の午前１０時から開催、同じく３月２８日、午後１

時３０分から紀北広域連合議会の開催。

３月２９日、火曜日の午前１０時から荷坂やすらぎ苑組合議会の開催。

３月３０日、水曜日の午前１０時から東紀州農業共済事務組合議会の開催の予定であります。

次に、紀北町開発公社の理事会を３月１８日、金曜日の午後１時３０分から開催の予定であり

ます。この日は小学校の卒業式のため休会となっておりますが、よろしくお願いいたします。

次に、町村議会議長会理事会における事項についてであります。２月２１日に開催された理

事会において、地方議会議員年金制度廃止に係る事務取扱についての説明がありました。来

る６月１日をもって廃止するという総務省の方針が出され、所要の法案等が現在検討されて

いるところでありますが、それに伴い、各町村において、多額の議会費の予算措置が必要と

なっております。給付金の概要でありますが、まず、廃止時に年金受給資格を満たしている

者、つまり在職１２年以上の場合は、掛金総額及び特別掛金総額の８０％の一時金給付又は廃止

前の法律による年金給付のいずれかの共済給付金を選択することができるとされました。な

お、一時給付金又は年金給付のいずれかの共済給付金を選択するための資料として、当該議

８



員が受けるべき年金額及び一時金額を試算し情報提供する予定としていますが、現在、共済

会のシステムがこの総務省の方針に対応していないことから、現時点では試算をすることが

できなく、当該情報提供の方法及び時期等は後日通知することになっています。また、廃止

時に年金受給資格を満たしていない者、つまり在職１２年未満の場合は、掛金総額及び特別掛

金総額の８０％の一時金を給付することとされました。いずれも請求時期については、平成２３

年６月１日以降の任期満了を含め最初の退職時となります。詳細については、各議員の棚に

配付させていただきましたので、ご覧ください。

次に、地方自治法第 １２１条の規定により、提出案件等の説明のためあらかじめ出席を求め

ましたところ、尾上町長はじめ、大和教育委員長、井上監査委員、その他関係課長等の出席

がありましたので、ご報告を申し上げます。

次に、定例会会期中の３月１４日、月曜日の午前９時３０分から全員協議会を開催いたします。

協議事項は「議会議員の政治倫理に関する条例」について、議会運営委員会において調整を

いたしました条例案について説明をさせていただき、議員の意見を踏まえたうえで、最終日

に追加議案として上程をさせていただきたいと考えております。素案については、本日、配

付させていただきますので、全員協議会開催までに研究しておいてくださるよう、よろしく

お願いいたします。

次に、定例会中の行事であります。３月８日、火曜日は中学校の卒業式で、３月１８日、金

曜日は小学校の卒業式となっています。その他幼稚園の卒園式も含めた一覧表を各議員の棚

に配付させていただいておりますので、ご覧ください。

以上で、諸般の報告を終わります。

日程第４

川端龍雄議長

次に、日程第４ 行政報告について町長から申し出がありましたので、許可することとい

たします。

尾上町長。

尾上壽一町長
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皆さん、おはようございます。

本日は定例会の開催要請をさせていただきましたところ、多数のご出席を賜り厚く御礼を

申し上げます。

早速ですが、本議会定例会にあたりまして、２件の行政報告をさせていただきます。

まず、１件目は、高病原性鳥インフルエンザについてでございます。先ほど川端議長が申

し上げましたが、県内では２月１５日に紀宝町で、２月の２６日に南伊勢において高病原性鳥イ

ンフルエンザが発生いたしました。今現在、当町におきましては発生はいたしておりません

が、全国どこで発生してもおかしくない状況と認識しており、町内にも多くの養鶏場がある

ことから、大変、心配なところでございます。当町における鳥インフルエンザ対策といたし

ましましては、高病原性鳥インフルエンザ対策推進会議を設置し、発生時に職員が速やかに

対応できる職員体制を確立しているところでございます。また、防疫面から養鶏業者の方々

に対し、三重県に先駆けて町単独で消石灰の配布を２回実施いたしました。今後、町といた

しましては、住民の方から寄せられる死亡野鳥の確認や、県下で発生した現場の状況確認等

に関し、三重県や養鶏業者との連携を密にし、情報を共有するとともに対応していきたいと

考えております。

次に、紀伊長島都市計画道路の変更についてでございますが、都市計画道路は、都市計画

法に基づき、都市の基盤的施設として、あらかじめルート、幅員などを定め、将来的なまち

づくりのため、計画決定された道路でございますが、紀伊長島都市計画においては、これま

で国道４２号線など８路線が都市計画決定されていました。しかしながら、当初に都市計画決

定された昭和４０年当時と現在とでは、社会情勢の変化により、その役割や必要性が変化して

いる可能性がございました。また、都市計画道路の予定地では、建築制限により地域の活性

化が阻害されている懸念もございましたので、平成１９年より、三重県都市計画道路の見直し

ガイドラインに基づき、必要性の検証や見直しを行ってまいりました。その結果、三重県決

定の長島港線、賢島長島線、及び町決定の長島橋山本線、名倉長島橋線の４路線が見直しの

対象となりました。

このことから、見直し確定案を作成して、紀北町都市計画審議会に諮問をいたしました。

都市計画審議会からは、長期にわたり整備が行われていない４路線について、その必要性を

検証した結果、いずれの路線も廃止すべきとの答申をいただきました。その後、法的な手続

きを行いまして、平成２３年１月１８日には都市計画法の規定に基づき、都市計画変更告示及び

縦覧を行い、紀伊長島都市計画道路の４路線を廃止いたしましたので、ここにご報告を申し
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上げます。

以上の２件をご報告申し上げまして、３月定例会にあたりましての行政報告とさせていた

だきます。よろしくお願い申し上げます。

川端龍雄議長

以上で、行政報告を終わります。

日程第５

川端龍雄議長

次に、日程第５ 町政の一般説明を行います。

尾上町長。

尾上壽一町長

本日ここに、平成２３年度当初予算案及び諸議案を提案し、ご審議いただくにあたり、私の

町政に対する所信の一端と予算案の概要を申し述べさせていただきます。

町長就任から、１年４カ月余りが経過をいたしました。この間、議員の皆さま並びに町民

の皆さまには、多大なる御理解と御協力を賜り厚く御礼を申し上げます。

私は「すべては住民目線で、すべては住民とともに」の基本方針のもと、現場に出向き対

話を繰り返すことで、本町の課題の大きさを改めて痛感したところであり、引き続き、課題

解決に向けて積極的かつ着実に取り組みたいと考えています。

２０１０年のわが国のＧＤＰは、 中国に追い抜かれ世界第３位となり、地球環境問題や、石油

・レアアース・食料などの資源問題が深刻化するなど、地球規模で大きな変化が進展しつつ

あります。

一方、国内では、少子高齢化と人口減少の進行による活力の低下、国と地方を通じた債務

残高の拡大、社会保障制度への国民の信頼喪失、関税撤廃を原則とする環太平洋パートナー

シップ協定への参加の是非など、課題が山積しているところでございます。

国内の雇用・経済情勢については、一部に持ち直しの動きが見られるものの、景気は足踏

み状態にあり、失業率が高水準にあるなど、厳しい状況にあり、海外経済の改善や各種の政

策効果などを背景に景気の持ち直しが期待されるところでございます。
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このような時こそ、政治のリーダーシップが求められるところでございますが、民主党政

権においては、２０１１年度予算の関連法案の成立が危うい状況が続いております。さらに、三

重県におきましても、今後４年間の県政運営を方向づける三重県知事選挙、三重県議会議員

選挙が４月に実施されることとなっております。

このように県内外の今後の動向は予測困難でありますが、地域主権改革や高齢者医療制度

などの中長期的な政策課題や国の経済対策の動向を注視するとともに、子ども手当の地方負

担や一括交付金の配分方法など、町政運営に大きな影響を与える国の政策については、町村

会とも連携しながら、的確に対応していきたいと考えております。

次に、今後の町政運営において特に留意することとして４点を挙げさせていただきます。

まず、 １点目は、わが町の人口減少の進行です。 平成２２年の国勢調査の速報では、紀北町

の人口が１万 ８，６２６人となりました。今後も、出生者数の減少や青年層の町外への流失が懸

念されるところであり、子どもを生み育てやすいまちづくり、地域への経済効果を高め、雇

用を創出する対策が今まで以上に強く求められております。

２点目は、近畿自動車道紀勢線の延伸への対応です。平成２４年度末までの紀伊長島ＩＣへ

の延伸等により、日常生活圏、観光・物流の動態は大きく変化することが確実です。観光地

としての魅力アップにより集客を増加させ、六次産業の推進によって外貨を稼ぐなど、延伸

によるプラス効果を高める戦略的な取り組みが重要と考えます。

３点目は、一体感のあるまちづくりの推進です。平成１７年１０月の紀北町誕生から５年が経

過をいたしました。合併特例債などの合併支援策が平成２７年度には終了し財政運営がより厳

しくなることを十分認識しながら、積み残された課題の解決と一体感あるまちづくりに取り

組みたいと考えております。

４点目は、希望の持てるまちづくりであります。希望は、厳しい現状、楽観できない情勢

のなかにあって、将来はもっと良くなってほしいという願いと前向きに取り組もうという意

思が込められた言葉です。

私は、紀北町が将来にわたって、明るく元気なまち、住み続けたいまち、子どもたちに住

んでほしいと思えるまちであり続けることができるよう、希望の持てるまちづくりを進めて

いきたいと考えております。

このような中、本町の平成２３年度当初予算は、次の考え方を基本に編成したところであり

ます。まずは、厳しい財政状況や、さまざま社会情勢の変化をしっかりと認識したうえで、

将来にわたり財政の健全性を維持することを念頭に置きながら、住民目線に立った新たな課
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題や住民ニーズへの対応に努めるとともに、本町の将来を見据えた重要な課題に取り組んで

いくことといたしました。

その中でも特に、紀北町の未来を担う子どもたちを育むための支援策や教育環境の充実、

町民の皆さまの生活の安全・安心を支える防災や福祉施策、健康・スポーツ振興への取り組

み、地区集会所の建設など、暮らしを支える源泉となる地域活性化対策などに力を注いでお

ります。

また、国の平成２２年度補正予算に対応し、地域活性化交付金として、きめ細かな交付金と

住民生活に光をそそぐ交付金を活用した事業を平成２２年度補正予算第５号に計上しておりま

す。平成２２年度と同様に繰越して実施するものを含めた１３カ月予算により、地区集会所等の

改修、生活道路・下排水路や河川の整備、生涯学習施設の整備、小・中学校等の整備、学校

図書の整備など、町民の皆さまの生活に直接関連した事業を引き続き推進するものでありま

す。

このような考えをもとに、予算編成を行った結果、本町の平成２３年度一般会計当初予算の

総額は９２億 ９，４５８万 １，０００円で、前年度に比べ １．９％の伸びとなりました。

また、平成２２年度補正予算第５号で計上しております、きめ細かな交付金と住民生活に光

をそそぐ交付金の事業費を加えた１３カ月の予算ベースでの総額は９４億 ７，８５６万 ６，０００円とな

っております。

それでは、紀北町第１次総合計画の基本目標に基づき、重点的な施策についてを申し上げ

ます。

基本目標１つ目の「自然と共生し、快適で安心してくらせるまちづくり」についてであり

ますが、本町にとりまして、台風や大雨とともに心配なのは、近いうちに高い確率で発生す

ると言われております東海・東南海・南海地震と、これらの大地震による津波の襲来です。

そこで、平成２３年度から５カ年の計画で、老朽化が著しい三浦と矢口浦の漁港海岸施設の

海岸保全施設整備事業により、津波の発生や、 台風時の高潮等に備えるべく、防潮堤の設置

等を実施してまいります。

また、災害による被害を最小限にくい止めるためには、住民の危機意識を高揚し、自主防

災組織の強化を図ることが重要であり、防災研修会、タウンウォッチングの開催、全町民を

対象とした総合防災訓練を実施いたします。

さらに、災害時に安全に避難できるよう、夜間避難対策として、各種避難所等ヘソーラー

発電による避難誘導灯を１３箇所増設いたします。
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消防業務では、火災から住民の生命、財産を守るため、防火水槽及び消火栓の整備や小型

動力ポンプ付積載車の購入などを行い、 消防力の強化に努めていきます。 また、救急業務で

は、傷病者の救命率の向上のため、救急隊員のより高度な技術の習得をはじめ、医療関係機

関との密接な協力体制の構築推進に努めていきます。

環境対策では、本町の恵まれた自然環境を継承していくために、環境の保全と資源の有効

利用を図り、ＣＯ２ の削減など環境負荷の低減に積極的に取り組んでいきます。

そのため、ごみ減量に関する啓発活動としてイベントへの参加や研修・講座の実施、緑の

カーテンの設置を行うとともに、資源ごみステーションの増設などにより、ごみの減量化や

リサイクルの推進などに努め、資源循環型社会の構築をめざしていきます。

生活排水対策では、整備が遅れている合併処理浄化槽の普及促進に努め、引き続き設置へ

の支援を行っていきます。

また、環境保全のため水質調査や大気環境調査を実施するとともに、廃棄物の不法投棄多

発地点への看板の設置や環境パトロールの強化などを実施いたします。

港湾・ 海岸の整備では、引本港など伊勢湾台風後に整備された海岸堤防の老朽化対策が重

要な課題となっていることから、早急に事業化されるよう関係機関への要望に努めます。ま

た、高浜海岸の侵食と船津川・銚子川の河口閉塞についても関係機関に対応を求めます。

長島港では、呼崎・名倉海岸の堤防補強を行うため、基本設計業務が実施されます。さら

に、樋門扉の電動自動化を拡充するよう関係機関に対応を求めます。

河川事業では、平成１６年９月に甚大な被害を受けた、船津川の激甚災害対策特別緊急事業

が、おおむね完了いたしましたが、引き続き、「県単河川改修事業」として、内頭樋門など

の整備が行われます。また、紀伊長島区の赤羽川では、河川堤防補強のため、漏水対策の測

量・設計業務が実施されます。

砂防事業では、土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域等を指定するため、平成２２年

度は紀伊長島区の長島地区で基礎調査が実施されましたが、平成２３年度においても、引き続

き、紀伊長島区の赤羽地区及び海山区の船津地区を対象に基礎調査が行われます。

土石流対策の施設整備では、海山区の「上里・火ノ谷川」「矢口浦・白越谷川」 、及び「

島勝浦・向井谷川」では、 砂防堰堤等の施設工事が継続して実施されます。また、平成２２年

度に着手された「便ノ山・宇山地区」についても事業促進が図られます。

さらに、平成２３年度から新たに紀伊長島区の「海野・楠谷川」で砂防事業が着手されます。

急傾斜地崩壊対策では、一昨年６月に山腹の崩落災害が発生した、長島地区における事業
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促進に努めます。

交通・通信体系の道路網整備では、近畿自動車道・紀勢線がいよいよ、平成２３年度には、

「尾鷲北ＩＣ」から「海山ＩＣ」間の ６．１㎞が供用される予定であります。さらに、平成２４

年度には「紀伊長島ＩＣ」の供用と、平成２５年１０月の伊勢神宮式年遷宮を目標に、熊野市の

「大泊ＩＣ」までの延伸に向け工事が進められております。なお、ＩＣにおきましては、仮

称でございます。

このようなことから、国土交通省や中日本高速道路株式会社への積極的な事業協力に努め、

高速道路事業の推進を図ります。

また、県の道路事業では、「国道 ４２２号・紀伊長島インター線」 、「矢口浦上里線」 、及

び「長島港古里線」の整備を引き続き推進いたします。

町の道路事業では、「過疎対事業債」や「きめ細かな交付金」を活用して、必要性や優先

度を踏まえつつ、住民生活に密着した道路の改良や舗装など、きめ細かな整備を進めます。

海山区では、引き続き「船津駅前線」 、「小山山側線」 、「船津小笠原２号線」の道路整備

を行うとともに、「中新田１号線」などの舗装工事を行います。

また、紀伊長島区では「此ヶ野大橋」ほかの橋梁整備や「山本５号線」の道路整備を行う

とともに、「中田１号線」などの舗装工事を行います。

県営・熊野灘臨海公園事業では、引き続き、海山区・大白公園「多目的広場」の整備促進

に努めます。また、紀伊長島区では片上公園・マンボウの施設拡充が行われます。

次に、水道事業については、安全で良質な水を安定供給するために、水源の確保と保全を

図っていく必要があります。水道水源保護条例につきましては、合併後も直ちに統一されず、

旧町それぞれの条例で暫定施行してまいりましたが、平成２２年６月に「紀北町水道水源保護

条例」として一本化をいたしました。 町民の生命及び健康を守り、安心して飲める水を確保

するため、水質の汚濁を防止し、さらなる水源の確保と保全対策に取り組んでいきます。

また、本町の水道を取り巻く状況といたしまして、人口減少に伴う水道事業収益の減少に

よる経営の悪化や老朽施設の更新、大地震対策としての施設の耐震化などの問題に直面をい

たしております。このため平成２３年度に紀北町水道事業基本計画を策定し、水道施設等の調

査を行い、計画的に施設整備を進めるとともに、長期的な収支バランスの見通しを立てるな

ど、経営基盤の強化に努めていきます。

次に、「互いに支えあい、健康でいきいきと暮らせるまちづくり」についてであります。

子どもや家庭を取り巻く環境は厳しさを増すなか、少子化対策として「安心して子どもを
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生み、健やかに育むまちづくり」の基本理念のもと、家庭と地域が子育てする力を高めてい

く環境づくりを推進していきます。

このため、地域における子育て支援として、保育所、子育て支援センターはもとより、平

成２２年度、新たに町内２カ所に設置されました放課後児童クラブなど子育ての環境サービス

に対する支援を行っていきます。

また、乳幼児医療費の無料化につきましては、三重県の制度では通院、入院とも未就学児

童までとなっておりますが、本町では、平成２２年度から入院に限って、対象年齢を小学校６

年生まで拡大したところであり、医療費負担の軽減を図るとともに、安心して出産ができる

ように、今後も公費による妊婦健康診査の負担軽減など、広く子育て支援に努めます。

高齢者対策では、町民の３人に１人が６５歳以上の高齢者という現状を踏まえ、高齢者の安

全や見守りなどに資する事業として、一人暮らし高齢者の緊急事態に対応するため、緊急通

報装置の設置、日々の見守りも兼ねた配食サービス事業、寝たきり老人等福祉保健手当の支

給などを継続するとともに、介護基盤整備として新たに民間が実施する地域密着型の認知症

対応型グループホーム２カ所の整備に対する助成を実施いたします。

また、高齢者の健康対策といたしましては、要介護状態となるおそれの高い高齢者の早期

発見、早期対応に努めるとともに、引き続き、各地域における高齢者の孤立化防止のための

活動を支援する、「地域介護予防活動支援事業」の充実に努めます。

さらに、高齢者の方々が快適かつ安全に移動できる交通手段の確保が求められていること

から、平成２１年度に実施した町民アンケート調査などで要望のあった、買い物と通院ニーズ

に応えるため、公共交通の空白地におけるバスの試験運行を実施いたします。

平成２３年度の試験運行では、２地域をモデル地区として、それぞれ週２日、１日３便を運

行し、運行方法等を検証のうえ、平成２４年度以降、運行地域をさらに広げ本格運行につなげ

ていくものであります。

障がい者福祉施策では、重度の障がいを持つ方に対する医療費の助成、障害者自立支援法

に基づく介護・訓練等給付事業を行うとともに、障がい者の方々が住み慣れた地域で、安心

して生活ができるよう、相談支援、移動支援等を行う地域生活支援事業を充実いたします。

じん臓機能障害による人工透析など、通院に要する経済的負担を軽減するための助成につい

ても、引き続き実施をいたします。

町民の皆さまの健康づくり事業につきましては、平成２１年度に立ち上げた「紀北町民ウォ

ーキングの会」を中心として、さらに会員登録を促すとともに、ウォーキングコースへの看
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板設置やのぼりを立てることによりコースの周知を図り、ウォーキング教室等のイベントを

開催するなど、ウォーキングの定着を推進いたします。

さらには、平成２１年度紀北町のオリジナル健康体操として作成した「きほく活活体操」も、

いろいろな機会をとらえて周知・活用を図り、より多くの住民が健康づくりに取り組んでも

らえるよう働きかけていきます。

次に、 予防接種事業につきましては、 将来を担う子どもたちの疾病予防対策として、従来

の接種事業に加え、子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、小児肺炎球菌ワクチンの接種を、

平成２２年度に引き続き実施をいたします。

また、各種がん検診事業では、子宮がん検診、乳がん検診が毎年受診できるように復活す

るとともに、 受診率の向上を目的に、「働く世代への大腸がん検診事業」 や、「女性特有の

がん検診事業」を実施します。さらに休日の検診実施を続けるとともに、国民健康保険で行

っております脳ドック検診につきましても、平成２２年度に引き続き受診対象者を６０名にして

実施いたします。

次に、「地域の資源を生かし、活力と魅力あふれるまちづくり」についてであります。

農業振興施策では、県営中山間総合整備事業等を中心に、農業生産基盤整備として、農業

用水路や揚水機の改修を行うとともに、安定的な利水ができるよう施設の維持管理に努めま

す。

また、農地円滑化事業や緊急雇用創出事業等により、農業施設の維持管理、生産農家にお

ける農地の利用状況、耕作状況、獣害被害の状況把握に努め、その対策を検討していきます。

林業振興施策では、森林整備地域活動支援交付事業・造林事業・森林環境創造事業などに

より適正な森林の管理を促進し、持続的な生産のための「生産林」とＣＯ２ の吸収による地

球環境の保全など、森林の有する多面的機能を重視した「環境林」の公益的機能の向上を図

ります。

また、木造住宅新築奨励金交付事業により、地元製材の振興を図っていきます。

有害鳥獣対策では、猟友会の協力によりニホンザル・イノシシ・ニホンジカなどの捕獲、

駆除や獣害防止用に係る資材費用に対する補助等の対策を実施しておりますが、獣害被害は

増加の傾向にありますので、今後も地域住民の方々や農林業関係者、また、県と協議し、鳥

獣害防止総合対策事業を推進し獣害対策の充実を図ります。

水産業振興施策では、種苗の放流や藻場等の調査、漁業近代化利子補給事業、漁協合併に

伴う支援、外国人漁業研修生受入対策事業、漁業担い手対策事業、漁港の維持管理事業など
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を実施し、漁業生産基盤の整備及び水産資源の増殖に努めることにより、水産業の振興を図

ってまいります。

商工振興施策では、紀北町商工会と連携し地域の商工業振興に向け、引き続き中小企業指

導育成事業による支援を行っていきます。また、「年末きいながしま港市」への支援、紀北

町の主要な物産である、農林水産物、その加工品などを含めた各種物産のブランド化を進め

ることにより地場産業の育成を図っていきます。

雇用情勢が、全国的に大変厳しい状況にある中、雇用の安定を図ることは、暮らしを支え

る基本でありますことから、平成２２年度に引き続き、ふるさと雇用再生特別交付金、緊急雇

用創出事業臨時交付金を活用して２５名の雇用を創出するなど、雇用情勢の改善に努めます。

観光振興施策では、地域の誇れる資源である海、山、川、熊野古道、地域の伝統文化を最

大限に活用した魅力ある体験メニューなどの提供を行っていくとともに、農林水産物やその

加工品などの地域資源と宿泊などとも組み合わせた六次産業の振興に向け取り組んでいきま

す。

地域の魅力を活かす観点から、銚子川周辺地域の更なる活性化と町民の福祉・健康の増進

を目的に、 銚子川流域を「自然と健康ゾーン」と位置付けているところであり、平成２３年度

は、町民の方々とともに地域資源の活用と温浴施設等の整備について検討を進めます。

また、高速道路延伸に伴い中部圏・関西圏との時間距離が大幅に短縮されることから、町

にとっては多くの人たちを呼び込む絶好のチャンスであります。 紀北町商工会、紀北町観光

協会、民間事業者の方々と協働しながら、紀北町全体のブランド価値が高まるよう、紀北町

の魅力を最大限に発信していきます。

紀伊長島ＩＣ～海山ＩＣ間に計画されている三浦道路休憩施設についても、情報発信や産

業振興、また防災対策上重要な役割を担う施設となり得る施設として期待されることから引

き続き関係機関と連携のもと、防災施設・物産販売施設等の整備について検討していきます。

さらに、団塊世代の定年退職者やＵ・１・Ｊターン希望者に空き家情報を提供し、町内へ

の定住を促進するため、「空き家調査事業」を引き続き実施し、情報発信します。また、町

内で働く方々に、紀北町の町おこしリーダーとなっていただくために、先進地の方々から直

接話を聞くなど、新しい世界に触れ新鮮な刺激を受ける機会を提供する「紀北町まちおこし

リーダー育成事業」も実施いたします。

このように、高速道路延伸等に伴う社会状況の変化や多様化する住民ニーズに、より的確

に対応できる体制を構築し、第一次産業や商工観光業の振興をこれまで以上に推進するため、
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行政組織の一部を見直し、現行の「産業振興課」を「農林水産課」と「商工観光課」に分割

することにより、地域経済の活性化に努めてまいります。

次に、「豊かな心を育み、人と文化が輝くまちづくり」についてであります。

学校教育では、基礎学力の充実と個性の伸長を図りながら子どもたちにとって安全で安心

な学校環境を整えることが求められています。

喫緊の課題である学校施設の耐震化につきましては、「紀北町学校施設耐震整備計画」に

基づき、耐震化を順次進めてきており、紀北中学校の改築が終了すると、すべての学校施設

耐震整備が完了することになります。

紀北中学校につきましては、旧校舎の解体を経て、平成２３年度、２４年度の２カ年をかけて

改築を行っていきますが、その間、旧尾鷲高等学校長島分校を仮校舎として引き続き利用す

ることにより、生徒の安全確保に努めていきます。

また、地域活性化交付金を活用して、各小中学校の修繕整備を実施するとともに、児童生

徒の知識向上と豊かな情操教育に資するために、学校図書を充実し、より良い教育環境の整

備に努めます。

さらに、すべての児童・生徒それぞれに、個人の尊厳が重んじられ、障がいのある子ども

と、ない子どもがともに学び、ともに理解するために、同じ教室で教育を受けることのでき

る環境をめざし、介助教員の増員、配置を引き続き行うなど、さらに支援に努めます。

生涯学習では公民館を利用して、子どもから高齢者まで楽しめるコンサートや演劇を開催

し、各種の生涯学習講座を実施するなど、町民の学習機会の充実に努めるとともに、町文化

協会への支援をとおして文化活動の振興にも努めます。また、町内の図書室の蔵書を検索で

きるシステムを電子化し、図書の貸出や返却、管理の利便性を図っていきます。

本町には国や県・町指定など８８件の文化財があり、町文化財調査委員会では後世に引き継

ぐ重要な文化遺産の調査や研究、保存活動を続けており、平成２３年度には両区をまとめた仮

称ではありますが、「紀北町の文化財」を発刊いたします。

スポーツは参加する人の体を鍛えチームワークも育てます。地域社会の共通の話題として

皆が楽しみ、応援し、感動することは地域の活力にもなることから、スポーツ振興、スポー

ツ交流については、より一層、総合的に推進をいたします。

スポーツ交流事業では、大会用のスポーツ用具等を整備するほか、町外のチームを招いて

開催される交流大会経費の一部を助成し、 競技力の向上とスポーツクラブの活性化をめざし

ます。また、紀伊長島区の赤羽公園では、野球場の「防球ネット」を設置するとともに、海
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山体育館の床改修を実施します。さらに、平成２４年度には同体育館の耐震補強工事を実施す

べく、そのための実施設計にも着手するなど、施設の整備、拡充にも努めていきます。

総合型スポーツクラブ事業では、スポーツは苦手だが、体力づくりや健康づくりに励みた

い方を対象に、本年２月に「紀北健康スポーツクラブ」としての組織を立ち上げております。

特に高齢者が主体となり普及しておりますグラウンドゴルフを、もっと多くの高齢者の皆さ

んに楽しんでいただき、健康づくりと生きがいづくりの場となるよう、積極的に推進いたし

ます。また年間を通したストレッチ体操など、５種類の健康づくり運動の講座を実施します。

なお、引き続き全国大会や東海大会に出場するための経費補助、各種スポーツ大会の開催、

町体育協会への助成などを実施し活動を支援していきます。

次に、「自立をめざし、住民と行政がともに歩むまちづくり」についてであります。

国の「地域主権改革」の推進により、平成２３年度には都道府県を対象に地域自主戦略交付

金として、投資補助金の一括交付金化が実施されることになっておりますが、詳細について

は、いまだ不透明な部分が多く、地方財政は依然として厳しい財政が続いております。

このため、引き続き財源の確保を図るとともに、事務事業の見直しなど、徹底した経費の

節減と創意工夫による財政の健全化を図っていきます。

特に、地方交付税につきましては、合併後の算定替えが平成２７年度で終了し、平成２８年度

から５年間で段階的にではありますが約５億円が縮減されていくことから、それらを想定し

たうえでの行財政運営を図っていく必要があります。また、起債の借入につきましても、合

併特例事業債や過疎対策事業債といった有利な条件の起債であっても、将来の財政負担を充

分に考慮し計画的に活用を図るなど、引き続き行財政改革を推進し、持続的に自立できる町

づくりに努める所存であります。

これまでの行財政改革の成果といたしましては、人件費におきましては、定員適正化計画

に基づく職員の削減、地方債におきましては、新規起債借り入れ額の抑制や過疎対策事業債、

合併特例事業債など普通交付税措置がある有利な起債の借り入れ、また、普通交付税で措置

されない地方債の繰上げ償還の実施などによりまして、将来負担の軽減に努めてきたところ

であります。この結果、地方債残高は、平成２３年度末で約 １２２億 ５，０００万円となる見込みで

あり、一方、基金残高は、約３９億 １，０００万円になる見込みであります。

さて、平成２３年度は、町行政のすべての施策の基本となる紀北町第１次総合計画の後期基

本計画の策定を予定しております。

現在進行中の前期基本計画は、平成１９年度から平成２３年度までの計画でありますが、平成
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２３年度新たに平成２４年度から平成２８年度までの後期基本計画の策定を行います。基本構想に

おける将来像「自然の鼓動を聞き みなが集い、にぎわう やすらぎのあるまち」の実現を

めざし、町民の方々とともに新たな行政課題に対応すべく、基本計画の見直しを行い、魅力

ある紀北町の実現に向けて更なる飛躍をめざすものであります。

また、本庁舎移転につきましては、平成２５年１月に「尾鷲高等学校長島分校跡地」へ移転

すべく、平成２２年度において用地の購入を行いました。平成２３年度当初予算におきまして庁

舎の改修にかかる実施設計のための経費を計上しており、平成２４年度には改修工事を行う準

備を進めております。

最後に、産廃訴訟に係る損害賠償請求事件についてでありますが、本件は、紀北町にとり

まして最重要課題の１つであり、解決しなければならない問題であると認識いたしておりま

す。

このことから、平成２２年１月８日に「損害賠償請求事件対策チーム」を設置し、訴訟代理

人である弁護士と連携を図りながら、裁判に関する疑問点や問題点を整理し、勉強を進めて

いくとともに、情報収集や情報提供のあり方等についての検討を進めてきました。

その成果としまして、平成２２年８月２日に紀北町Ｗｅｂサイトで裁判の経緯や町の主張等

を住民の方々に見ていただけるようにしております。

今後も、これらの取組みとあわせ、訴訟代理人である弁護士の方々とも十分協議を重ねな

がら、勝訴に向け最善を尽くしていきたいと考えております。

以上、紀北町第１次総合計画の基本目標に基づき、重点的な施策について申し上げました。

その他にも関係各位の皆さんからたくさんの要望がありますが、限られた予算の中で充分配

慮しながら「最小の経費で最大の効果をあげること」を念頭に置き、町政の推進に最善の努

力をし、この町に住んでよかったと思えるような町づくりを実現していきたいと考えており

ます。

常に町民の皆さまの視点に立ち、町民の皆さまの声と願いを行政に反映させてまいる所存

でありますので、今後とも、議員の皆さまのご指導、ご協力を賜りますよう、よろしくお願

い申し上げまして、私の所信の表明を終わらせていただきます。

ご静聴ありがとうございました。

川端龍雄議長

以上で、町政の一般説明を終わります。
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日程第６

川端龍雄議長

日程第６ 発議第１号については、議会運営委員会からの提出議案であるため、会議規則

第３９条第２項の規定により、委員会に付託しないで、直ちに本会議において審議することに

いたします。

日程第６ 発議第１号 庁舎建設等調査特別委員会の設置に関する決議を議題といたしま

す。

提案者より提案の趣旨説明を求めます。

議会運営委員長 平野倖規君。

議会運営委員長 平野倖規議員

発議第１号

平成２３年３月３日

紀北町議会議長 川 端 龍 雄 様

議会運営委員長 平野倖規

庁舎建設等調査特別委員会設置に関する決議

上記の議案を、別紙のとおり会議規則第１４条第３項の規定により提出します。

提案理由

合併に伴う庁舎の分散による住民サービスの現状分析を行い、総合支所の機能のあり方を

はじめこれらの諸課題に対し、住民に対する利便性及びサービスの向上と行政の効率化を図

り、また町の中核施設として組織の横断的連携や他の公共施設等との業務連携基盤の充実を

講ずる上でも、総合的に調査研究を行う必要があるため、設置するものである。これが議案

の提案理由であります。

庁舎建設等調査特別委員会設置に関する決議

次のとおり庁舎建設等調査特別委員会を設置するものとする。

記

１．名 称 庁舎建設等調査特別委員会

２．設置の根拠 地方自治法第１１０条条及び委員会条例第６条

３．日 的 １）新庁舎の建設に関する事項

２）現庁舎・総合支所機能のあり方に関する事項
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３）公共施設の利活用に関する事項

４）上記事項の予算に関すること

４．委員の定数 １７人（議長を除く）

５．調 査 期 限 事件の審査や調査が終了するまで閉会中もなお継続して調査を行う

ことができる。

以上でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。

川端龍雄議長

以上で、提案の趣旨説明を終わります。

これから質疑を行います。

質疑される方はございませんか。

（「な し」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

以上で質疑を終わります。

討論を行います。

まず、原案に反対者の発言を許します。

（「な し」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

次に、原案に賛成者の発言を許します。

（「な し」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

以上で討論を終了し、採決いたします。

お諮りします。

発議第１号について、議会運営委員長から提出された庁舎建設等調査特別委員会の設置に

関する決議のとおり、決定することに賛成の方は挙手願います。

（ 全 員 挙 手 ）

川端龍雄議長

挙手全員です。

したがって、議会運営委員長から提出されました庁舎建設等調査特別委員会の設置に関す

る決議については、可決とすることに決定しました。

ここで、正副委員長の互選を行いますが、正副委員長が共にいませんので、委員会の招集
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については委員会条例第１０条の規定により、議長が招集することにいたします。委員長の互

選にあたっては、年長の委員でもって運営してください。なお、委員長が決まりましたら、

委員長招集の委員会に切り替えていただき、委員長でもって副委員長の互選を行っていただ

くようにお願いします。

川端龍雄議長

それでは、正副委員長の互選のため、ここで１１時まで暫時休憩いたします。

（午前 １０時 ３８分）

川端龍雄議長

休憩前に引き続き、会議を開きます。

（午前 １１時 ０２分）

川端龍雄議長

それでは、正副委員長の互選結果について報告いたします。

委員長に、 中本 衛君

副委員長に、平野隆久君が就任されました。

以上で、日程第６ 発議第１号についての審議を終了します。

日程第７～日程第２１

川端龍雄議長

２４



お諮りします。

日程第７ 議案第１号から、日程第２７ 議案第２１号までの２１件の議案については、提案者

から提案理由の説明を求めるため、一括して説明を求めることにいたしたいと思いますが、

ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

異議なしと認めます。

したがって、議案２１件については、一括して提案理由並びに内容説明を求めることに決定

しました。

それではまず、提案者から一括して提案理由の説明を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

それでは、本日、本議会定例会に上程いたしました各議案の提案理由をご説明申し上げま

す。

議案第１号 紀北町住民生活に光をそそぐ基金条例でありますが、昨年１０月８日に閣議決

定された「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」の趣旨に沿い、これまで住民生活

にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分野である、知の地域

づくりなどに対する取り組みの強化を図るために、住民生活に光をそそぐ交付金による基金

を設置する必要が生じましたので、本条例を制定するに当たり、議会の議決を求めるもので

あります。

議案第２号 紀北町暴力団排除条例につきましては、昨年１０月１８日に三重県議会におきま

して三重県暴力団排除条例が可決され、 本年４月１日から施行されることとなっております

が、社会対暴力団の構図を構築していくためには、三重県と連携の下、県内すべての市町が

地域の実情に応じた暴力団排除のための施策を推進していく必要があります。紀北町におき

ましても、その趣旨に則り、暴力団排除に関する基本理念を定め、 さまざまな施策等を推進

していくことにより町民の安全で平穏な生活を確保するとともに、 社会経済活動の健全な発

展に寄与しようとするものであり、本条例を制定するにあたり、議会の議決を求めるもので

あります。

議案第３号 紀北町行政組織条例の一部を改正する条例でありますが、紀北町の基幹産業

である農林水産業等の第一次産業の振興を図るとともに、 高速道路の延伸等に伴う社会状況
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の変化や多様化する住民ニーズに対応できる体制を構築し、地域経済の活性化を図るため、

産業振興課を農林水産課と商工観光課に分割するにあたり、本条例の一部を改正する必要が

生じましたので、 議会の議決を求めるものであります。

議案第４号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の－部を改正する条例でありますが、

地方公務員の非常勤職員について、民間との均衡も考慮し、また、仕事と育児の両立を図る

観点から地方公務員の育児休業等に関する法律の一部が改正され、 非常勤職員においても育

児休業及び部分休業を請求することができるよう規定されたことから、本条例の一部を改正

する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第５号 紀北町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例でありますが、現在、 農業委員については、本条例により一般職の職員の

旅費支給の例によるものとされ、紀北町職員等の旅費に関する条例第４条の「町内の旅費は

支給しない」の規定を準用しております。しかしながら、農業委員会等に関する法律第１８条

では、報酬のほかにも職務を行うために要する費用を弁償しなければならないと規定されて

いることから、この法律に基づき支給しようとすることに伴い、本条例の一部を改正する必

要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第６号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例につきましては、昭和３７年に地元青

年団によって建設され、 長い間、大原地区の集会所として使用されてきた建物の老朽化に伴

い、平成２１年度の繰越事業で、新たに紀北町大原集会所として紀伊長島区大原 １８４番地１に

建設していますが、本年４月１日に供用を開始するにあたり、本条例に紀北町大原集会所を

追加する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第７号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例につきましては、厳しい経済

情勢が続く中、 国民健康保険法施行令の一部を改正する政令等が制定されたことに伴い、 暫

定的に引き上げていた出産育児一時金の支給額を恒久化するとともに、中間所得者層の負担

に配慮し、基礎賦課限度額の引き上げ等を行うにあたり、本条例の一部を改正する必要が生

じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第８号 紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例でありますが、議案第２号で

上程させていただきました紀北町暴力団排除条例の制定と関連し、 紀北町立教育集会所条例

の使用許可の条項に「公益を害し、又は風俗を乱すおそれがあるときは使用を許可しない」

との規定がありませんでしたので、新たに加えようとするものであり、 本条例の一部を改正

する必要が生じましたので、 議会の議決を求めるものであります。
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議案第９号 紀北町立公民館条例の一部を改正する条例でありますが、本条例第２条の公

民館の名称及び位置につきまして、 担当課で確認いたしましたところ、位置表記に誤り等が

あることが発覚し、本条例の一部を改正する必要が生じましたので、議会の議決を求めるも

のであります。

議案第１０号 紀北町道の路線変更についてでありますが、平成２２年３月２３日に、紀北町共

同作業場が廃止され、 その敷地が民有地となったことに伴い、旧紀北町共同作業場へ通じる

「町道加田１号線」の一部につきましては、一般交通の用に供する必要がなくなったことか

ら、「町道加田１号線」の終点を変更する必要が生じましたので、議会の議決を求めるもの

であります。

議案第１１号 平成２２年度紀北町一般会計補正予算（第５号）でありますが、歳入歳出予算

の総額から、歳入歳出それぞれ ２，９５８万 ９，０００円を減額し、 歳入歳出予算の総額をそれぞれ

１０２億 ７，８５７万 ４，０００円といたしたいので、 議会の議決を求めるものであり、平成２２年度に

実施してきた各事業の精算によるものと、国の補正予算による地域活性化交付金を活用した

事業等を計上しております。

また、国の地域活性化交付金のうち、きめ細かな交付金については町道等の改修やその他

公共施設の修繕事業などに、住民生活に光をそそぐ交付金については、学校図書を購入する

ほか、 町内図書室の機能充実を図るための事業の財源として基金へ積み立てを行います。

なお、きめ細かな交付金事業と学校図書購入事業は、 繰越明許費により翌年度に繰り越し

て実施することから、 実質的には平成２３年度当初予算と連携した１３カ月予算となっておりま

す。

主なものといたしましては、歳入予算では、町税では、個人町民税滞納繰越分等で ３，７６６

万 ６，０００円の増、地方交付税が普通交付税の再算定により ４，８３７万 ２，０００円の増、国庫支出

金では、子ども手当等負担金１億 １，２０３万 ２，０００円の減のほか、きめ細かな交付金等が１億

４，５１１万 ８，０００円の増等で、差し引き ８，５２５万 ９，０００円の増、財産収入が町有林支障木伐採

代金等で １，６６０万 ４，０００円の増、町債が小学校施設耐震補強事業債等で２億 ２，４００万円の減

であります。

一方、歳出予算では、総務費が基金管理事業等で ９，６９７万 ４，０００円の増、民生費が子ども

手当等支給事業等で１億 １，０２６万 ９，０００円の減、 土木費が建設関係のきめ細かな交付金事業

等で ７，６５２万 ７，０００円の増、 教育費が小学校施設耐震補強事業等で ８，５９５万 ３，０００円の減で

あります。
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議案第１２号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）であります

が、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３，０４１万 １，０００円を追加し、 歳入歳出予算の総

額をそれぞれ２７億 ４，４０１万 ４，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

主なものといたしましては、歳入予算では、国庫支出金が療養給付費等負担金等で ４，０９５

万 ４，０００円の増、療養給付費交付金が １，７８４万 ６，０００円の増、繰入金では、一般会計からの

繰入金が １，４９３万 ２，０００円の増、財政調整基金繰入金が ４，３８５万 ４，０００円の減で、差し引き

２，８９２万 ２，０００円の減であります。

一方、 歳出予算では、総務費が三重県国民健康保険団体連合会負担金等で ２２１万 ４，０００円

の増、保険給付費が、一般被保険者療養給付費等で ２，８１７万 １，０００円の増、共同事業拠出金

では、高額医療費共同事業にかかる拠出金が ４７３万 ８，０００円の増、 保険財政共同安定化事業

にかかる拠出金が ２，２４２万 ３，０００円の減等で、 差し引き １，７６８万 ５，０００円の減となるほか、

財源内訳の更正であります。

議案第１３号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計補正予算（第２号）でありますが、歳入

歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ２５８万円を減額し、 歳入歳出予算の総額を、それぞれ

３０３万 ２，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

内訳といたしましては、歳入予算では、 支払基金交付金が、医療費交付金 １２４万 ２，０００円

の減、国庫支出金及び県支出金の医療費負担金が計 １０３万 ６，０００円の減となったほか、繰入

金では、一般会計繰入金３０万 ２，０００円の減であります。

一方、歳出予算では、総務費が、事業委託料９万 ３，０００円の減、医療諸費が、医療給付費

等で ２４８万 ７，０００円の減であります。

議案第１４号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）でありますが、

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ３，１４９万 ６，０００円を減額し、 歳入歳出予算の総額

をそれぞれ４億 ７，２５８万 ８，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

内訳といたしましては、歳入予算では、後期高齢者医療保険料が ２，３８４万 １，０００円の減、

繰入金では、一般会計繰入金が ７６５万 ５，０００円の減であります。

一方、歳出予算では、総務費が、職員人件費で１１万 ７，０００円の減、後期高齢者医療広域連

合納付金が ３，１３７万 ９，０００円の減であります。

議案第１５号 平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）であります

が、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４０７万 ８，０００円を減額し、 歳入歳出予算の総

額をそれぞれ２億 ５３１万 ２，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。
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内訳といたしましては、歳入予算では、サービス収入が居宅及び施設介護サービス費収入、

歳出予算では、総務費が職員人件費等でそれぞれ ４０７万 ８，０００円の減となっております。

議案第１６号 平成２２年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）でありますが、収益的支

出につきましては、水道事業費用 ３４７万 ５，０００円を増額し、総額を３億 ９，８９６万 ８，０００円に

しようとするものであります。

資本的収入及び支出につきましては、収入として資本的収入１億 ２，５６３万 ４，０００円を減額

し、総額を１億 ２２２万 ７，０００円に、支出では資本的支出１億 ３，６０３万 ８，０００円を減額し、総

額を２億 ６，４００万 ９，０００円としようとするものであります。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１億 ６，１７８万 ２，０００円は、過年度分

損益勘定留保資金等で補てんするものであります。

主な内訳といたしましては、収益的支出が、消費税納付額 ４２３万 ６，０００円の増のほか、職

員人件費８７万 ７，０００円の減等で ３４７万 ５，０００円の増であります。

また、 資本的収入が、 簡易水道施設整備費補助金 ２，９６３万 ４，０００円の減、 企業債では、簡

易水道事業債及び過疎対策事業債で ９，５２０万円の減等であり、資本的支出では、古里・道瀬

簡易水道統合整備事業等の実施設計にかかる委託料が ７８７万 ４，０００円の減、同事業等の工事

請負費が１億 ２，８１６万 ４，０００円の減であります。

議案第１７号 平成２３年度紀北町一般会計予算でありますが、予算総額は、歳入歳出ともに

９２億 ９，４５８万 １，０００円で、社会保障費関係を含む他会計への操出金や住民情報関係の電算シ

ステムの更新、 さらには施設の維持補修費の増加等により前年度比 １．９％の増とはなってお

りますが、２年ぶりに財政調整基金を取り崩し財源の確保を行うなど、大変厳しい予算編成

となっております。

主なものといたしましては、歳入予算では、町税では、法人町民税で増額が見込まれるも

のの、 個人所得の減少による個人町民税の減少や町たばこ税の大幅な減少が見込まれること

から１５億 １３７万 ８，０００円で前年度比 ２．９％の減となり、予算全体での構成比としては１６．２％

であります。

地方交付税では、国勢調査による人口減少の影響を勘案しつつ、臨時財政対策債からの振

り替わりを含め３９億円で対前年度比１１．４％の増となっております。

町債につきましては、臨時財政対策債の減少に加え、小学校施設耐震補強事業、庁舎用地

購入事業等の事業費の減少等から１３億 ７，９００万円となり、対前年度比２０．９％の減となってお

ります。
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一方、歳出予算では、総務費で本庁舎移転推進事業として実施設計費 ７００万円、志子奥地

区集会所建設事業として ４，０９１万 ５，０００円のほか、地方バス運行対策事業 ２，６０５万円の中に

は、 公共交通の空白地域への対応のためバス試験運行に ５３０万 ５，０００円が含まれております。

また、土木費では、赤羽公園野球場防球ネット設置事業で ９８６万 ６，０００円、教育費では、

紀北中学校改築事業に７億 ３，８２４万 ９，０００円を計上しております。

議案第１８号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算でありますが、予算総額は、

歳入歳出ともに２６億 ５，２７７万 ６，０００円で医療費の伸び等により前年度比 ９．３％の増となって

おります。

主なものといたしましては、歳入予算では、国民健康保険料が４億 ６，９３６万 ２，０００円で、

前年度比 ２．０％の増で、予算全体の構成比が１７．７％となっているほか、国庫支出金が６億８，

２５６万 ５，０００円、前期高齢者交付金は６億 ６，９４１万 ８，０００円となっており、この２つは予算

全体の５０％以上を占めております。

そのほか療養給付費交付金が２億 ２７６万 ９，０００円、県支出金が１億 ２，１６９万 ５，０００円、共

同事業交付金３億９７万 ８，０００円、 繰入金１億 ９，４８６万 ４，０００円等で構成されております。

一方、歳出予算では、総務費で職員人件費等 ４，６９６万 ２，０００円、保険給付費では、療養諸

費として１６億 ５，８６７万 ４，０００円、高額療養費として２億 ２，９６０万 ４，０００円、出産育児諸費と

して ６３０万 ４，０００円、 葬祭諸費としては ３００万円等で保険給付費合計では１８億 ９，７５８万 ２，０

００円であります。

その他、 後期高齢者支援金等が２億 ６，３０２万 ２，０００円、介護納付金１億 １６８万 ５，０００円、

共同事業拠出金３億９７万 ９，０００円等であります。

議案第１９号 平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算でありますが、予算総額は歳

入歳出ともに４ 億 ８，３７２万 ３，０００円で前年度比４％の減となっております。

主なものといたしましては、歳入予算では、 後期高齢者医療保険料が１億 ２，５５７万 ９，０００

円で、前年度比１６％の減で、予算全体での構成比が２６％となっております。

また、繰入金が、保険基盤安定繰入金を含め、一般会計から３億 ５，７６４万 ３，０００円であり、

予算全体での構成比といたしましては７３．９％となっております。

一方、歳出予算では、総務費が職員人件費等で １，１６４万 １，０００円、後期高齢者医療広域連

合納付金が４億 ７，１５８万 ２，０００円で、予算全体の９７．５％を占めております。

議案第２０号 平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計予算でありますが、予算総額は、

歳入歳出ともに１億 ９，４８７万 ３，０００円で、前年度比 １．１％の減となっております。
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主なものといたしましては、歳入予算では、サービス収入が１億 ７，１０６万 ４，０００円で、予

算総額に対し８７．８％の構成比となり、その他、繰入金、諸収入等で構成されております。

一方、歳出予算では、総務費と職員人件費や老人ホーム管理運営事業費等で１億 ８，６４３万

１，０００円のほか、サービス事業費 ８３９万 ８，０００円等であります。

議案第２１号 平成２３年度紀北町水道事業会計予算でありますが、収益的収入及び支出につ

きましては、収入では営業収益及び営業外収益等で４億 ３２７万円、支出では営業費用及び営

業外費用等で３億 ６，８７７万 ４，０００円であります。

また、資本的収入及び支出におきましては、収入では補助金等で１億 １，７８９万 ９，０００円、

支出では建設改良費及び企業債償還金で２億 ７，８４２万 １，０００円であります。

なお、 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１億 ６，０５２万 ２，０００円は当年度分損

益勘定留保資金等で補てんするものであります。

以上、２１件の議案につきまして、提案理由をご説明申し上げましたが、詳細につきまして

は、それぞれ担当に説明をいたさせます。何とぞ慎重審議のうえ、ご可決賜りますよう、よ

ろしくお願いを申し上げます。

川端龍雄議長

続いて、議案の内容説明を求めます。

議案第１号についての内容説明を求めます。

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

それでは、議案第１号の説明をさせていただきます。

議案書１ページをご覧ください。

議案第１号

紀北町住民生活に光をそそぐ基金条例

紀北町住民生活に光をそそぐ基金条例を別紙のとおり制定する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分

野に対する取組の強化を図るため、住民生活に光をそそぐ交付金による基金を設置する必要

があるためであります。
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２ページをご覧ください。

紀北町住民生活に光をそそぐ基金条例

（設置）第１条をご覧ください。これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が

十分に当てられてこなかった「知の地域づくり等」に対する取組の強化を図るため、紀北町

住民生活に光をそそぐ基金（以下「基金」という。）を設置するとしております。

本基金は、平成２２年度国の補正予算により創設された地域活性化交付金である住民生活に

光をそそぐ交付金の交付を受け、その交付金を原資として積み立てる基金でございます。

第１条では、交付金の趣旨に沿った取り組みのために設置することを定めており、その中

の「知の地域づくり等」と申しますのは、知識、知力の向上のための地域の拠点づくりに対

する取り組みを指すものでありまして、町民図書室等の整備充実を図るために活用すること

で、国の承認をいただいております。

第２条（積立て）から、第６条（委任）までは、他の基金条例の内容と同様でございます。

なお、附則の２項で、この条例は、平成２５年３月３１日限りで、その効力を失う。この場合

において、基金に残余財産があるときは、当該残余財産の額に相当する金額を予算に計上し

て、国庫に納付するものとするとありますのは、この基金を取り崩して実施する事業は、平

成２３年度から２４年度の２カ年となっておりますので、事業実施年度終了時に基金に残があれ

ば返還することとなりますので、その旨を規定したものであります。

以上で、説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第２号についての内容説明を求めます。

五味危機管理課長。

五味啓危機管理課長

議案第２号の内容について、ご説明をいたします。

議案書の３ページをご覧ください。

議案第２号

紀北町暴力団排除条例

紀北町暴力団排除条例を別紙のとおり制定する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由
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三重県において「暴力団排除条例」が制定され、「社会対暴力団」の構図を明確化し県下

全体で暴力団の排除を目指すためには、三重県と連携の下、県内すべての市町が地域の実情

に応じた暴力団排除のための施策を推進していく必要があり、紀北町としても暴力団排除に

関する施策等を定める必要があるためでございます。

まず、三重県暴力団排除条例及び紀北町暴力団排除条例の概要について、ご説明をいたし

ます。本条例につきましては、大きく２つの柱がございます。

１点目といたしましては、人の遮断であります。青少年の健全な育成を図るため、青少年

に対する学校教育等の推進、青少年を暴力団事務所に立ち入らせることの禁止等を規定して

おります。

次に、２点目といたしまして、金、資金源の遮断であります。暴力団への利益供与の禁止

規定が盛り込まれております。また、三重県独自の施策として特定事業者における取り組み

として、みかじめ料等の拒否対策の推進、旅館等における襲名披露等や資金源対策の推進の

取り組みがなされます。

以上のことから、本町といたしましても、三重県と連携のもと、暴力団排除に関する施策

等を定める必要があるため、議案上程させていただいたものであります。

それでは、暴力団排除条例の条文について、順を追ってご説明いたします。

４ページをご覧ください。

第１条は（目的）であります。 この条例は、紀北町からの暴力団排除に関する基本理念

を定め、町並びに町民及び事業者の責務を明らかにするとともに、暴力団排除に関する施策

等を定めることにより、暴力団排除を推進し、もって町民の安全で平穏な生活を確保し、及

び社会経済活動の健全な発展に寄与することを目的とすると規定しております。

第２条では（定義）を規定しております。

第３条は（基本理念）として、暴力団排除について社会全体で認識した上で、暴力団を恐

れないこと、暴力団に対して資金を提供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本とし

て、町、町民及び事業者、関係行政機関並びに関係団体による相互の連携及び協力の下に推

進しなければならないと規定しております。

第４条は（町の責務）、第５条では（町民及び事業者の責務）を、それぞれ規定をしてお

ります。

次に５ページをご覧ください。

第６条では町の（推進体制の整備）の規定、第７条では（不当要求行為等に対する措置）
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の規定。

第８条は（町の事務及び事業における措置）として、公共工事等で暴力団等に密接な関係

を有する者が、町が実施する入札に参加させないなどを規定し、第９条は、町の（公の施設

の利用における制限）を規定し、第１０条では（町民及び事業者に対する支援等）を規定して

おります。

次に、６ページをご覧ください。

第１１条では（青少年に対する教育等）、第１２条では（利益供与の禁止）、第１３条では（暴

力団の威力を利用することの禁止）を規定しております。

最後に、附則といたしまして、この条例は、平成２３年４月１日から施行すると規定してお

ります。

以上でございます。よろしくご審議をお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第３号と第４号の２件についての内容説明を求めます。

中場総務課長。

中場幹総務課長

それでは、紀北町行政組織条例の一部を改正する条例につきまして、ご説明をさせていた

だきます。

議案書の７ページをお願いいたします。

議案第３号

紀北町行政組織条例の一部を改正する条例

紀北町行政組織条例（平成１７年紀北町条例第９号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

産業振興課を農林水産課と商工観光課に分割し、高速道路延伸等に伴う社会状況の変化や

多様化する住民ニーズに、より的確に対応できる体制を構築し、地域経済の活性化を図るに

当たり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

改正の内容につきましては、８ページをお願いいたします。

８ページにつきましては改正文でございます。改正の内容につきましては９ページの新旧

対照表で、ご説明をさせていただきます。
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新旧対照表の右側が旧条例、左側が新条例であります。また、下線部分につきましては、

今回、改正しようとする部分でございます。

まず、第１条の（課の設置）では、これまでの産業振興課を、農林水産課、商工観光課と

するものでございます。

第２条は、このことによりまして、これまで産業振興課の事務分掌としていた（１）農業

の振興に関することから、（１１）観光資源の保全に関することのうち、（１）農業の振興に

関することから、（７）の水産関係施設に関するまでを農林水産課。（８）商工業の振興に

関することから、（１１）観光資源の保全に関することを商工観光課に事務分掌を分割するも

のでございます。

また、附則では、第１項で、施行期日を平成２３年４月１日からとし、第２項におきまして、

紀北町山林委員会設置条例第８条中に、山林委員会の事務は「産業振興課で処理する」と規

定されていることから、今回の改正にあわせまして、その条文の中の「産業振興課」を「農

林水産課」に一部改正するものでございます。

中場幹総務課長

続きまして、紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につきまして、

ご説明をさせていただきます。

議案書の１０ページをお願いいたします。

議案第４号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

紀北町職員の育児休業等に関する条例（平成１７年紀北町条例第２９号）の一部を別紙のとお

り改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

地方公務員の育児休業に関する法律の一部改正により、非常勤職員についても育児休業及

び部分休業を請求することができるよう規定されたことから、本条例の一部を改正する必要

が生じたためでございます。

議案書の１１ページから１３ページまでは改正文でございますので、改正内容につきましては、

１４ページから１７ページの新旧対照表で、ご説明をさせていただきます。

同じく新旧対照表の右が旧条例で、左が新条例でございます。また、下線部分につきまし

ては、今回改正しようとする部分でございます。
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今回の改正につきましては、地方公務員の育児休業法に関する法律の一部が改正され、本

年４月１日から施行されることに伴い、本条例を改正するものでございます。これまで育児

休業の取得ができなかった非常勤職員、当町の該当では嘱託職員でございますが、も取得が

可能とするものでございまして、取得期間につきましては、基本的には１年以内でございま

す。取得条件により最長１年６カ月の取得も可能とするもので、また、育児を行うための部

分休業も取得可能とするものでございます。

第２条でございますが、第２条は育児休業することができない職員を定めております。こ

れまで育児休業法第２条第１項の規定により、非常勤職員は育児休業することができないと

規定されておりましたが、第３号を追加することより、取得を可能とするもので、第３号の

アの（ア）では、引き続き在職期間が１年以上である非常勤職員、（イ）では、養育する子

が１歳に達する日を越えて、引き続き在職することが見込まれる非常勤職員、（ウ）では、

勤務日の日数を規則で定める非常勤職員とし、規則において人事院の定めと同様に１週間の

勤務日が３日以上、又は１年の勤務日数が １２１日以上の場合に該当する非常勤職員とし規定

し、育児休業を取得することができる職員といたしております。

また、イでは、次条第２条の２第３号でございますが、に掲げる非常勤職員で、１歳から

１歳６カ月に達するまでの育児休業をできる規定でございまして、非常勤職員、又は配偶者

が１歳到達日において育児休業していること、かつ規則で定める保育所に入所したいが、入

所できない等の条件に該当する場合。

ウでは、任期の末日を育児休業の期間の末日とする。育児休業をしている非常勤職員が、

任期の更新、又は採用によりまして同じ任命権者に引き続き任用される場合で、その初日か

ら引き続いて育児休業を取得しようとするものは、育児休業を取得することができる職員と

しております。

次に、現行条例の第２条の２を第２条の３とし、第２条の２を追加いたします。

第２条の２の追加では、地方公務員の育児休業に関する法律第２条第１項の規定により、

本条項内に条例に定める日を紀北町職員の育児休業等に関する条例で定めるものでございま

す。第１号において、原則１歳到達日とし、第２号において、配偶者が養育する子の１歳到

達前に育児休業を取得している場合で、その後、非常勤職員が育児休業を取得する場合は、

養育する子が１歳２カ月に達するまで。第３号においては、非常勤職員又は配偶者が１歳到

達日において育児休業をしていること、かつ規則で定める場合に該当する場合とし、規則に

おいて保育所に入所したいが入所できない等の条件に該当する場合においては、１歳６カ月
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まで育児休業の取得を可能とするものでございます。

次に、第３条は地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項、ただし書きの条例で

定める特別の事情を紀北町職員の育児休業等に関する条例で定めるものであり、ただし書き

には育児休業の請求を再度できる条件が規定されており、第１項の次に、次の事情に第６号、

第７号を追加するもので、第６号では第２条の２第３号に掲げる事情がある場合は、１歳６

カ月に達するまで。

また、第７号では、対象非常勤職員が任期の末日までに育児休業しているもので、対象非

常勤職員の任期の更新、又は採用に伴い引き続き育児休業をしようとする場合は、育児休業

を取得できる期間の範囲内で再取得ができるという規定でございます。

第１８条は部分休業をすることができない職員の規定でございます。第１号により育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員は、部分休業を取得できない。第２号によ

り、次のア、イ、いずれかの該当する職員以外は部分休業を取得できないとしております。

ア、イのいずれにも該当する非常勤職員は、部分休業を取得することになります。取得でき

ることになります。アは引き続き１年以上在職した非常勤職員、イは勤務日の日数、規則で

定める非常勤職員とするもので、規則におきまして国の人事院の定めと同様に、１週間の勤

務日が３日以上、又は１年の勤務日が １２１日以上、かつ１日の勤務時間が６時間１５分以上の

非常勤職員と規定をいたしております。

第１９条では、部分休業の承認を規定したものでございまして、第１項では、これまで正規

の勤務時間の始め、又は終わりにおいて、３０分を単位として承認することとなっており、非

常勤職員についての定めはなかったため、新たに非常勤職員の定められた勤務時間内の始め、

又は終わりにおきまして、３０分を単位として承認することを規定しております。

第２項では、労働基準法第６７条の規定による育児時間を承認されている職員に対する部分

休業の承認を、１日２時間から当該育児時間を減じた時間を超えない範囲で承認することと

しており、第３項においては、非常勤職員の勤務時間から５時間４５分を減じた時間を超えな

い範囲内で部分休業を取得できることを規定しております。

附則といたしまして、地方公務員の育児休業法に関する法律の施行日と同じ、平成２３年４

月１日から施行することとしております。

以上でございます。よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第５号についての内容説明を求めます。
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中村産業振興課長。

中村高則産業振興課長

それでは、議案第５号について、ご説明申し上げます。

議案書の１８ページをお願いします。

議案第５号

紀北町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正

する条例

紀北町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例（平成１７年紀北町

条例第３７号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

農業委員会の委員の費用弁償については、平成１９年３月の紀北町職員等の旅費に関する条

例の一部改正に伴い、一般職員の旅費支給の例により、費用弁償としての支給を廃止し、そ

の代替措置として費用弁償相当額を報償費として支給していたが、農業委員会等に関する法

律第１８条で、農業委員会の委員に費用弁償の支給が規定されていることから、この法律に基

づき支給することに伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

なお、提案理由にあります農業委員会の委員への費用弁償相当額の報償費につきましては、

毎月開催される農業委員会で審議される事項については、事前に現場調査が必要であること

から、地区担当の農業委員、会長、副会長が現場調査を実施いたします。この職務に対する

費用弁償相当額の報償費は １，１００円でございます。

また、農業委員会委員の費用弁償についての改正内容でございますが、紀北町特別職の職

員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の第４条において、特別職の職員が公務

のため旅行したときは、一般職の職員にそれぞれ支給する旅費額に相当する額を費用弁償と

して一般職の職員の旅費支給の例により支給すると、紀北町職員等の旅費に関する条例に準

ずることが規定されています。

一方、紀北町職員等の旅費に関する条例第４条では、町内の出張旅費は支給しないと規定

されていることから、農業委員会委員についても一般職の職員と同じように費用弁償は払っ

ていませんでした。しかし、地方自治法の農業委員会等に関する法律第１８条で、市町村は農

業委員会の委員に対し報酬を支給し、及び職務を行うために要する費用を弁償しなければな
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らないと規定されていることから、従来の費用弁償相当額を報償費として支出してきた方法

を改めて、規定どおりの費用弁償の支出に変更するため、今回、町条例を改正するものでご

ざいます。

１９ページは改正文でございます。

次に、改正点につきまして、議案書の２０ページをお願いします。２０ページの新旧対照表に

よります。今回の改正は、旧の下線の部分を新の下線のとおり改正しようとするものであり

まして、第４条を特別職の職員が公務のために旅行したときは、費用弁償として旅費を支給

する。２項、前項の規定により支給する旅費の額及び支給方法は一般職の職員に支給する旅

費の例による。３項、前項の規定に定めるもののほか、農業委員会の委員が町内の旅行をし

た場合には、費用弁償として日額 １，１００円を支給し、広域用務地へ旅行した場合には、費用

弁償として日額 １，１００円及び交通費実費を支給する。

附則、この条例は、平成２３年４月１日から施行すると改正するものであります。

ご審議のうえ、ご可決いただきますよう、よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第６号と、第７号の２件についての内容説明を求めます。

平谷住民課長。

平谷卓也住民課長

それでは、議案第６号の紀北町集会所条例の一部を改正する条例につきまして、内容説明

をさせていただきます。

議案書の２１ページをご覧ください。

議案第６号

紀北町集会所条例の一部を改正する条例

紀北町集会所条例（平成１８年紀北町条例第２１号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

地域の振興、地域住民の交流促進、連帯意識の高揚及び地域防災力の向上を図るため、紀

伊長島区における大原集会所を新たに建設したことに伴い、本条例の一部を改正する必要が

生じたためであります。

内容につきましては、新旧対照表で説明させていただきます。２３ページをご覧ください。
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右が旧、左が新条例でございます。大原集会所の供用開始を４月１日から予定しておりま

す。別表第１（第２条関係）の表中、紀北町田山集会所、紀北町紀伊長島区東長島１４３０番地

５の次に、紀北町大原集会所、紀北町紀伊長島区大原 １８４番地１を新たに追加するものであ

ります。施行期日は、平成２３年４月１日であります。

以上で、議案第６号の紀北町集会所条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただ

きます。よろしくお願いいたします。

平谷卓也住民課長

それでは、続きまして、議案第７号 紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例の説

明をさせていただきます。

議案書の２４ページをご覧ください。

議案第７号

紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例

紀北町国民健康保険条例（平成１７年紀北町条例第 １０３号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（平成２２年政令第６６号）等の制定に伴い、本

条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

内容につきましては、同じく新旧対照表で改正部分の説明をさせていただきます。２６ペー

ジをご覧ください。

第６条関係の新旧対照表でございますが、出産育児一時金を「３５万円」から「３９万円」に

引き上げるものでありますが、これは平成２１年１０月１日から、平成２３年３月３１日までの間の

暫定措置でございました。２３年度から恒久化がされることになりましたので、改正をするも

のであります。

続きまして、第８条につきましては、特定健康診査や特定保健指導などの保健事業の国の

費用負担にかかるものでありますが、条項の整理を行うものであります。

２７ページをご覧ください。第１３条第１項第２号につきましても、条項の整理を行うもので

あります。

２８ページをご覧ください。第１５条第１項は地方税法の改正による字句の整理を行うもので

あります。
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第２２条第１項は、一般被保険者及び退職被保険者の保険料の基礎賦課限度額を「４７万円」

から「５０万円」に定めるものであります。これは政令の一部改正が平成２２年３月３１日付けで

行われたことに伴いまして改正するものであります。

第２２条の１２は、後期高齢者支援金等賦課限度額について、「１２万円」から「１３万円」に定

めるものであります。これにつきましても第２２条第１項と同様、政令の一部改正が平成２２年

３月３１日付けで行われたことに伴いまして、改正するものであります。

第３４条第１項は、一般被保険者及び退職被保険者の保険料の基礎賦課限度額を超える部分

の保険料の減額を定めるものであります。

２９ページをご覧ください。第３４条第１項第１号は、地方税法の改正による字句の整理を行

うものであります。

３０ページをご覧ください。第３４条第５項、第６項につきましては、基礎賦課額を後期高齢

者支援金等賦課額と、介護納付金賦課額と、それぞれ読み替えるものであります。

附則につきましては、旧附則第９項は経過措置のため削除いたしまして、新たに附則第１

項では施行期日を平成２３年４月１日に、第２項では出産育児一時金、第３項は保険料の限度

額を平成２３年度から適用し、平成２２年度分までの出産育児一時金、保険料の限度額につきま

しては、これまでどおりとすることを定めるものであります。

以上で、議案第７号の紀北町国民健康保険条例の一部を改正する条例の説明を終わらせて

いただきます。よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

昼食のため暫時休憩いたします。午後１時から開会いたします。

（午後 ０時 ００分）

川端龍雄議長

休憩前に引き続き、会議を開きます。

（午後 １時 ００分）
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川端龍雄議長

次に、議案第８号と第９号の２件についての内容説明を求めます。

村島生涯学習課長。

村島成幸生涯学習課長

議案第８号を説明させていただきます。

議案書の３１ページをお願いいたします。

議案第８号

紀北町立教育集会所条例の一部を改正する条例

紀北町立教育集会所条例（平成１７年紀北町条例第 １６４号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

紀北町暴力団排除条例の制定に伴い、本条例の一部を改正する必要が生じたため。

議案書の３３ページで説明させていただきます。

新旧対照表でございますが、（使用の許可）第５条でございますけれども、第２項、所長

は、公益を害し、又は風俗を乱すおそれがあるときは、使用を許可しないものとするを追加

するものであります。

附則、この条例は、平成２３年４月１日から施行する。

理由でありますが、本議会に提案されております議案第２号の紀北町暴力団排除条例の制

定に連携を図るもので、紀北町暴力団排除条例第９条（公の施設の利用における制限）に基

づき、紀北町立教育集会所条例を改正して、施設の使用に制限を設けるものであります。生

涯学習課で管理しております町立公民館や若者センターなどのほかの施設の管理条例には、

すでに条例化されております。

村島成幸生涯学習課長

続きまして、議案第９号を説明させていただきます。

３４ページをお願いいたします。

議案第９号
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紀北町立公民館条例の一部を改正する条例

紀北町立公民館条例（平成１７年紀北町条例第 １６６号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

道瀬公民館と海野公民館を指定替えするほか、矢口公民館と島勝公民館の位置表記に誤り

があり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

３６ページをお願いいたします。新旧対照表で説明をさせていただきます。

第２条の名称及び位置でございますが、紀北町立道瀬公民館、紀北町紀伊長島区道瀬 １３６

番地を １４９番地３に、紀北町立海野公民館、紀北町紀伊長島区海野３６番地を海野 １９１番地１

に指定替えをし、紀北町立矢口公民館、紀北町海山区矢口浦 ３６４番地を紀北町海山区矢口浦

３６４番２に、紀北町立島勝公民館、紀北町海山区島勝浦 ３１３番地を紀北町海山区島勝浦 ２５２

番地１に位置の表記を改正するものであります。

改正する理由でございますが、町立道瀬公民館は昭和５７年当時の老朽化しておりました公

民館をですね、使用に支障をきたしていましたので建て替えをいたしております。多くの住

民は農業者であることから、農業構造改善事業の補助金を活用して、集会や研修を行える道

瀬集会所を建設いたしました。新しい道瀬集会所は農林水産省の補助を活用して建設したこ

とから、町立公民館に指定することはできず、古い公民館の跡地をそのまま指定し、現在に

至っております。補助金等適正化法の規制が緩和されたことで、道瀬集会所の一部を公民館

として併設させていただくことに道瀬区より了承を得ましたので、古い公民館から現在の道

瀬集会所が設置されております紀伊長島区道瀬 １４９番地３に指定替えするものであります。

海野公民館でございますが、平成６年当時の海野公民館は木造で一部２階建てでありまし

たが、老朽化がひどく使用に大変支障をきたしておりました。旧公民館を取り壊し、その跡

に現在の海野コミュニティセンター海野会館を建設いたしました。旧海野公民館を取り壊し、

新しい集会施設を建設したわけでありますが、土地の地番はそれ以前の地番になっており、

かつその地番は現在、土地区画整理事業により閉鎖されております。このたび海野コミュニ

ティセンターの一部を海野公民館として併設させていただくことに海野区の了承を得ました

ので、海野コミュニティセンターが設置されております。紀伊長島区海野 １９１番地１に指定

替えするものでございます。

町立矢口公民館の位置表記の改正でございますけれども、矢口公民館は矢口小学校体育館
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に併設させていただいておりますが、土地の地番は海山区矢口浦 ３６４番地２を ３６４番地とし

て表記してあるため、正確な土地地番海山区矢口浦 ３６４番地２に表記を改正するものであり

ます。

島勝公民館は、昭和５５年５月に建設された町立島勝漁村センター内に併設されていただい

ておりますが、条例の位置は旧公民館のまま表記してあるため、現、島勝漁村センターの海

山区島勝浦 ２５２番地１に位置表記を変えるものでございます。

以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第１０号についての内容説明を求めます。

山本建設課長。

山本善久建設課長

それでは、議案第１０号の説明をさせていただきます。

議案書の３７ページでございます。

議案第１０号

紀北町道の路線変更について

道路法（昭和２７年法律第 １８０号）第１０条第３項の規定により、町道の路線を次のとおり変

更するものとする。

記

１．路 線 名 町道加田１号線

２．道路の区域

旧の道路区域は、起点、紀北町紀伊長島区長島字加田１７６２番１５地先から、終点、紀北

町紀伊長島区長島字加田１７１５番２０地先まででございますが、新の道路区域は、起点紀北

町紀伊長島区長島字加田１７６２番１５地先から、終点、紀北町紀伊長島区長島字加田１７１６番

８地先まででございます。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月２３日に紀北町共同作業場が廃止され、この敷地が民有地となったことから、

旧紀北町共同作業場へ通じる「町道加田１号線」の一部について、一般交通の用に供する必

要がなくなったことから、「町道加田１号線」の終点を変更するためでございます。
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なお、議決の対象でございますが、路線名及び起点、終点の位置でございます。幅員と延

長につきましては、参考数値でございます。幅員は旧及び新ともに ４．１ｍから１２．７ｍとなっ

てございますが、最小幅員と最大幅員でございます。延長は旧 １１７．７ｍから新７５．７ｍへと、

４２ｍの減少でございます。

次に、議案書３８ページの資料平面図について、説明させていただきます。

平面図に町道加田１号線全体を赤と黒の破線で表示して、起点及び終点の新旧を明記して

ございますが、現在、供用している町道加田１号線は、総延長 １１７．７ｍの路線でございます。

このうち黒い破線で表示した終点側を減少して、町道の終点位置を変える路線変更でござい

ます。

提案理由にございます旧紀北町共同作業場でございますが、黒い破線矢印の先端にある建

物で、昨年３月に廃止され、その後、敷地と建物を紀北町から民間企業に払い下げを行いま

したので、共同作業場へ通じる町道加田１号線の終点側の一部について、一般交通の用に供

する必要がなくなったものでございます。

なお、今回の路線変更により、道路区域から除外する土地についても民間企業が一体的に

利用して、事業の拡大を図るため、払い下げ申請書が提出されてございまして、道路法上の

手続きを終えた後に、行政財産から普通財産に移管して払い下げを行う予定でございます。

以上で、議案第１０号の説明を終わります。よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第１１号についての内容説明を求めます。

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

議案第１１号 平成２２年度紀北町一般会計補正予算（第５号）の内容について、説明をさせ

ていただきます。

予算書１ページをご覧ください。

平成２２年度紀北町一般会計補正予算（第５号）

平成２２年度紀北町の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ ２，９５８万 ９，０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ １０２億 ７，８５７万 ４，０００円とする。

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算
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の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第 ２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」による。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

６ページ、７ページをご覧ください。

第２表 繰越明許費であります。きめ細かな交付金事業など、合計額３億 ７，５０１万 ６，０００

円を、平成２３年度に繰り越ししようとするものであります。

８ページをご覧ください。第３表 地方債補正であります。町道道路災害復旧事業債につ

きましては、県の災害復旧事業に伴い、道路復旧が関連して行われたため、事業の廃止によ

り減額となったことによるものであります。

９ページをご覧ください。過疎対策事業債及び合併特例事業債につきましては、限度額を

変更するものであります。

それでは、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

このたびの補正予算は、主に事業費の精算及び国の補正予算措置に伴います、きめ細かな

交付金、住民生活に光をそそぐ交付金事業費による増額と、各種事業の精算に基づく減額な

どであります。

それでは、１２ページをご覧ください。歳入の主なところから説明させていただきます。

第１款町税、第１項町民税、第１目個人は ２，２６６万 ４，０００円の増額、第２目法人は １，３７９

万 ９，０００円の増額をするものであります。第３項、第１目軽自動車税は １２０万 ３，０００円の増

額であります。それぞれ税額の決算見込みによるものであります。

１３ページをご覧ください。第２款地方譲与税、第１項、第１目地方揮発油譲与税は ２００万

円の減額、第２項、第１目自動車重量譲与税は ６００万円の減額、それぞれ決算見込みによる

減額でございます。

第３項、第１目地方道路譲与税は旧法分の精算により、 １，０００円を増額するものでありま

す。

１４ページをご覧ください。第３款、第１項、第１目利子割交付金は １２５万 ７，０００円の減額。
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第４款、第１項、第１目配当割交付金は １０８万 ５，０００円の減額、第５款、第１項、第１目

株式等譲渡所得割交付金は２６万 ４，０００円の減額で、それぞれ決算見込みにより減額するもの

であります。

１５ページをご覧ください。第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は ２００万円の減額

で決算見込みによるものであります。

第９款、第１項、第１目地方交付税は ４，８３７万 ２，０００円を増額するものであります。国の

補正に伴う普通交付税の再算定による増額であります。

第１１款分担金及び負担金、第２項負担金、第２目民生費負担金は２４万 １，０００円の増額で、

老人ホーム入所負担金の決算見込みによるものであります。

１６ページをご覧ください。第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第５目商工使用料は

７７５万円の増額であります。紀北町森林公園オートキャンプ場施設使用料の増額で、決算見

込みによるものであります。第７目教育使用料は １６２万 ８，０００円の減額で、幼稚園保育料の

減額であります。

第２項手数料、第３目衛生手数料は２３万 ３，０００円の減額で、家電リサイクル製品運搬手数

料の減額であります。

第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は１億 ６７９万 ２，０００円の減額

で、主に子ども手当等負担金の減額で、事業費の精算見込みによるものであります。

１７ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第１目総務費補助金は１億 ４，５１１万 ８，０００

円の増額であります。きめ細かな交付金１億 ２６９万 ６，０００円、住民生活に光をそそぐ交付金

４，２４２万 ２，０００円の増額は、国の補正予算措置によるものであります。教育施設等や地区集

会所の改修、町道、河川、排水路の整備、学校図書の充実と、それぞれの交付金の趣旨に沿

った事業に充当いたしました。

第２目民生費補助金は３８万 ９，０００円の増額であります。事業の精算見込みによるものであ

ります。第４目農林水産業費補助金は ４００万の減額であります。国庫事業が見送られたこと

による減額であります。第６目土木費補助金は３１万 ９，０００円の減額で、事業の精算見込みに

よるものであります。

第８目教育費補助金は ４，９５５万 ６，０００円の増額であります。主に安全・安心な学校づくり

交付金、各小学校の耐震補強事業分と、相賀小学校改築事業分の増額であります。

１８ページをご覧ください。第３項委託金、第２目民生費委託金は １３０万 ７，０００円の増額で、

子ども手当等事務取扱委託金の増額によるものであります。
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第１４款県支出金、第１項県負担金、第１目総務費負担金は２４万 ９，０００円の増額であります。

第２目民生費負担金は１６万 ２，０００円の減額で、事業費の精算見込みによるものであります。

１９ページをご覧ください。第２項県補助金、第１目総務費補助金は １，０３７万 ３，０００円の増

額であります。主に三重県市町村合併支援交付金 １，０８０万円の増額で、小学校の耐震補強事

業、紀北中学校の改築事業に充当しております。そのほかは事業の精算見込みによるもので

あります。

第２目民生費補助金は ２１９万円の増額で、主に放課後児童対策事業費補助金の増額による

ものであります。

第３目衛生費補助金は３７万 １，０００円の減額で、事業の精算見込みによるものであります。

第４目農林水産業費補助金は ３７５万 １，０００円の増額で、森林環境創造事業費補助金 ４００万

円は事業費の増に伴うものであります。

第５目商工費補助金は ６７６万 ６，０００円の減額、第６目土木費補助金は９３万円の減額で、そ

れぞれ事業費の精算見込みによるものであります。

第７目消防費補助金は ２４３万円の増額で、緊急地震対策促進事業費補助金の増額によるも

のであります。

２０ページをご覧ください。第３項委託金、第１目総務費委託金は ２８４万 １，０００円の減額で、

交付額の決定に伴う減額であります。第６目土木費委託金は ２４７万円の減額、第９目交通災

害共済事務委託金は １７５万 ５，０００円の減額で、それぞれ事業費の精算見込みによるものであ

ります。

２１ページをご覧ください。第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金

は２４万円の増額であります。

第２項財産売払収入、第１目不動産売払収入は １，４７６万 ４，０００円の増額であります。近畿

自動車道建設関連工事にかかる町有地売払収入ほか、町有林支障木伐採代金の増額でありま

す。第２目物品売払収入は １６０万円の増額であります。

第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は６０万円の増額で、ふるさと寄附金でありま

す。

２２ページをご覧ください。第４目農林水産業費寄附金は １７６万円の減額であります。事業

費の減額に伴うものであります。第８目教育費寄附金は １００万円の増額で、奨学費寄附金で

あります。第９目一般寄附金は８５万円の増額であります。

第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第８目庁舎等改築及び改修基金繰入金は７２万 ２，０００円
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の減額で、庁舎移転用地費の確定によるものであります。

第１７目交通安全対策事業基金繰入金は８０万円の減額で、事業の精算見込みによるものであ

ります。

２３ページをご覧ください。第１９款諸収入、第１項延滞加算金及び過料、第１目延滞金は、

６３２万 ３，０００円の増額であります。

第４項受託事業収入、第１目民生費受託事業収入は６８万 ７，０００円の減額であります。第３

目農林水産業費受託事業収入は １１４万 ８，０００円の減額であります。

第５項、第６目雑入は ５６３万 １，０００円の増額であります。主に三重地方税管理回収機構派

遣職員人件費交付金の増額であります。

２４ページをご覧ください。第２０款、第１項町債、第１目総務債は ４，２９０万円の減額で、庁

舎建設事業債の減額であります。

第４目農林水産業債は８０万円の減額で、中山間地域総合整備事業債の減額であります。第

６目土木債は ３１０万円の減額で、主に町道船津小笠原２号線道路整備事業債の減額でありま

す。第７目消防債は８０万円を減額するもので、消火栓新設事業債の減額であります。第８目

教育債は１億 ７，０２０万円の減額で、主に小学校施設耐震補強事業債の減額であります。

２５ページをご覧ください。

第９目災害復旧事業債は ６２０万円を減額するもので、町道道路災害復旧事業債の減額であ

ります。

これで歳入予算の説明を終わらせていただきます。

次に、歳出予算の主なところについて説明をいたします。２６ページをご覧ください。

第１款、第１項、第１目議会費は １０４万円の減額であります。職員人件費及び政務調査費

の減額であります。

２７ページをご覧ください。第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は ５，５８９

万 ５，０００円の減額であります。主に本庁舎移転等推進事業費 ４，５１２万 ３，０００円の減によるも

のであります。

第２目文書広報費は ６７９万 ７，０００円の減額であります。主にＣＡＴＶ行政放送事業費の減

額によるものであります。

２８ページをご覧ください。第５目財産管理費は１億 ７，４２８万 １，０００円の増額であります。

基金管理事業費の増額は１億 ４，７９５万 ５，０００円で、財政調整基金、地域づくり事業基金、福

祉事業基金、育英基金、ふるさと応援基金に積み立てるものであります。
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きめ細かな交付金事業（管財契約関係）分 ２４９万 ２，０００円は町民センターの修繕事業であ

り、（住民関係）分 １４１万 ２，０００円は、地区集会所の修繕事業であります。また、住民生活

に光をそそぐ交付金事業費 ２，２４２万 ２，０００円は、基金積み立てを行うものであります。

第６目企画費は １６７万 ８，０００円の減額であります。事業費の精算見込みによるものであり

ます。

２９ページをご覧ください。第９目交通災害共済受託事業費は １７５万 ５，０００円の減額で、事

業の精算によるものであります。第１０目生活安全推進費は８０万円の減額であります。

３０ページをご覧ください。第２項徴税費、第１目税務総務費は ４９２万円の減額で、職員等

人件費の減額と、電算事務委託料の入札による減額であります。

３１ページをご覧ください。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は １０５万 ３，０００円の減額で、

職員人件費等の減額であります。

３２ページをご覧ください。第４項選挙費、第１目選挙管理委員会費は２０万 ６，０００円の減額

で、職員人件費の減額であります。第４目町議会議員選挙費は １０６万円の減額、第９目知事

選挙費は １１３万円の減額、第１０目県議会議員選挙費は １１７万 ６，０００円の減額で、それぞれ交

付額の決定に伴う事業費の精算見込みによる減額でございます。

３３ページをご覧ください。第５項統計調査費、第１目統計調査総務費は ４，０００円の減額、

第２目指定統計費は８３万 ３，０００円の減額であります。事業費の精算見込みによる減額であり

ます。

３４ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は、

１，４１６万 ３，０００円の増額で、主に国民健康保険事業特別会計繰出金の増額であります。第３

目身体障害者福祉費は財源更正であります。第４目国民年金事務費は２１万 ４，０００円の減額で

あります。

３５ページをご覧ください。第２項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は １，４９８万 ３，０００円

の減額であります。それぞれの事業費の精算見込みによる減額であります。第２目養護老人

ホーム費は １１５万 ４，０００円の増額で、職員人件費の減額及び嘱託職員等賃金の介護サービス

事業特別会計との組み替えによる増であり、老人ホーム管理運営事業費は財源更正でありま

す。

３６ページをご覧ください。第３項児童福祉費、第１目児童福祉総務費は３５万 ８，０００円の増

額で、放課後児童クラブ対策事業の精算見込みによる増額であります。第２目保育所費は、

１７１万 ４，０００円の増額で、事業費等の精算見込みによるものであります。第３目児童措置費
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は１億 １，２４６万 １，０００円の減額で、子ども手当等支給事業費の精算見込みによる減額であり

ます。

３７ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は、

６０９万 ７，０００円の減額で職員人件費等の減額であります。地域保健共通事業は財源更正であ

ります。第２目予防費は １１５万円の減額で、事業費の精算見込みによるものであります。第

３目環境衛生費は １０３万 ７，０００円の減額で、荷坂やすらぎ苑組合負担金の精算見込みによる

減額であります。

３８ページをご覧ください。第２項清掃費、第１目清掃総務費は ３７７万円の減額で、職員人

件費の減額であります。第２目塵芥処理費は財源更正であります。

３９ページをご覧ください。第５款農林水産業費、第１項農業費、第１目農業委員会費は１０

万 ６，０００円の減額であります。第２目農業総務費は １８１万 ６，０００円の増額で職員人件費の減

額等と、きめ細かな交付金事業（農政関係）分 ３１４万 ５，０００円の増額で、古里自然休養村管

理センター修繕工事、志子農村婦人の家修繕工事、相賀、上里、中里排水機場詰所設置工事

等であります。第３目農業振興費は ３，０００円を増額するものであります。第５目農地費は ５

００万円 １，０００円の減額で、事業の精算見込みによる減額であります。

４１ページをご覧ください。第２項林業費、第１目林業総務費は４９万 ７，０００円の減額で、職

員人件費の減額であります。第３目林業施設費は ５００万円の増額で、事業科目の振り替え、

及び事業費の増額によるものであります。

第４目町有林造成費は２３万 １，０００円の減額で、職員人件費の減額及び事業費の精算見込み

によるものであります。第５目分収造林費は １１４万 ８，０００円の減額で、事業の精算見込みに

よる減額であります。

４３ページをご覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は２１万 ８，０００円の減額で

あります。第２目水産業振興費は １，０７２万 ６，０００円の減額であります。主に国庫補助事業で

ある漁業経営構造改善事業の減額によるものであります。

４４ページをご覧ください。第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は １，５１１万 ７，０００円

の増額であります。職員人件費等の減額、きめ細かな交付金事業（商工観光関係）分 １，６００

万円はふれあい広場マンドロ製作場雨漏り修繕工事、集客施設等誘導案内板設置工事、キャ

ンプｉｎｎ海山ほか集客施設改修工事を予定しております。

第３目観光費は ４２１万 ７，０００円の増額であります。主なものとして紀北町森林公園オート

キャンプ場管理運営事業費は ５７４万円の増額で、指定管理協定に基づく収入増に対する報償
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費の増額であります。

４５ページをご覧ください。第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は ８，４８６

万 ９，０００円の増額であります。人件費等の減額ときめ細かな交付金事業（建設関係）分 ８，６

４０万 ９，０００円の増額で、町道道路整備事業費 ６，２７０万円、下排水路整備事業費 ６００万円、小

規模河川整備事業費 １，４７０万円、公共施設危険建物等整備事業費 ３００万 ９，０００円であります。

４６ページをご覧ください。第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は６０万 ６，０

００円の減額、職員人件費等の減額であります。第２目道路橋りょう維持費は財源更正であり

ます。第３目道路橋りょう新設改良費は １，０９９万 １，０００円の減額で、町道船津小笠原２号線

道路改良事業費の減額と、県営事業負担金の増額によるものであります。

４７ページをご覧ください。第３項河川費、第１目河川総務費は３２万 ２，０００円の減額で、負

担金及び事業費の精算見込みによるものであります。第３目砂防費は県営事業負担金１０万円

の増額であります。

４８ページをご覧ください。第４項港湾費、第１目港湾管理費は ２７５万円の減額で、港湾環

境清掃業務委託事業費等の精算見込みによる減額であります。

４９ページをご覧ください。第５項都市計画費、第１目都市計画総務費は１３万 ９，０００円の減

額であります。第２目公園費は ５，０００円の減額であります。

５０ページをご覧ください。第６項住宅費、第１目住宅管理費は ２６２万 ９，０００円の減額で、

事業費の精算見込みによるものであります。町営住宅管理事業は財源更正であります。

５１ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は５７万 ３，０００円の減

額で、三重紀北消防組合負担金の精算見込みによる減額であります。第２目非常備消防費は

８２万 １，０００円の減額、第３目消防施設費は９６万円の減額で、それぞれ事業費の精算見込みに

よるものであります。第５目災害対策費は １，３００万円の増額で、きめ細かな交付金事業（防

災対策関係）分で、ソーラー避難誘導灯１３箇所の設置工事であります。災害対策事業費は財

源更正であります。

５２ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第２目事務局費は８８万 ８，０

００円の減額で、職員人件費の減額であります。第３目教育振興費は ４，６５２万 ７，０００円の増額

で、きめ細かな交付金事業（学校教育関係）分 ２，４５２万 ７，０００円は、教員住宅の解体費 ３９１

万 ７，０００円、公立学校施設修繕工事費等 ２，０６１万円であります。住民生活に光をそそぐ交付

金事業（学校教育関係）分 ２，２００万円は、小中学校の図書整備事業であります。第４目奨学

費は ２８８万円の減額で、事業費の精算見込みによるものであります。
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５３ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は１億 ４７１万円の減額で、

主に小学校施設耐震補強事業の精算見込みによるものであります。第２目教育振興費は２４万

５，０００円の減額であります。事業費の精算見込みによるものであります。第３目学校建設費

は ２，１０４万 ７，０００円の減額で、相賀小学校改築事業費の精算見込みによる減額であります。

５４ページをご覧ください。第３項中学校費、第１目学校管理費は ２２８万 ９，０００円の減額で、

主に特別支援学級生徒介助教員設置事業費、紀北中学校仮校舎改修事業費等の精算見込みに

よる減額であります。第２目教育振興費は２５万 ３，０００円の減額で、事業費の精算見込みによ

るものであります。第３目学校建設費は紀北中学校改築事業 ５００万 ８，０００円の減額で、設計

委託料の減額によるものであります。

５５ページをご覧ください。第４項、第１目幼稚園費は ６２１万円の減額で、職員人件費等の

減額であります。

５６ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は １，３３４万 ３，０００円

の増額で、嘱託職員等賃金の減額と、きめ細かな交付金事業（生涯学習関係）分 １，５００万円

増額で、海山体育館床改修工事費であります。第４目文化財調査費は３２万 ７，０００円の減額で、

事業の精算見込みによるものであります。

５７ページをご覧ください。第６項保健体育費、第２目給食施設費は １９６万 ６，０００円の減額

で、職員人件費等の減額であります。

５８ページをご覧ください。第１０款災害復旧費、第３項公共土木施設災害復旧費、第１目道

路橋りょう災害復旧費は ６２７万円の減額で、県の災害復旧事業との関連で事業が廃止となっ

たことにより事業費を皆減するものであります。

５９ページをご覧ください。第１１款、第１項公債費、第１目元金は２万 ９，０００円の減額であ

ります。第２目利子は ６３４万 ７，０００円の減額で、それぞれ精算見込みによるものであります。

６０ページ、６１ページは地方債に関する調書であります。６１ページをご覧ください。合計欄

の前年度末現在高は １１７億 ８，９３０万 ８，０００円でありまして、当該年度中の起債見込額は１６億

７，０３０万円、元金の償還が１２億 ７，２９０万 ６，０００円であります。その結果、当該年度末の現在

高見込額は １２１億 ８，６７０万 ２，０００円となります。

６２ページの給与費明細書をご覧ください。比較の欄、長等の給与費で ４９２万 ６，０００円の減

額、共済費で７７万 ２，０００円の減額、合計 ５６９万 ８，０００円の減額は９月までの副町長不在によ

るもの、及び期末手当の支給率減に伴うものであります。その他の特別職の報酬 １４６万 ２，０

００円の減額につきましては、指定統計調査受託事業費など精算見込みによるものであります。
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６３ページの一般職総括の表をご覧ください。比較の欄でございます。給与費計で ３，３５１万

９，０００円の減額、共済費 ２８６万 ６，０００円の減額、合計 ３，６３８万 ５，０００円の減額は人事院勧告

によるものと、職員人件費の精算見込みによるものであります。

以上で、平成２２年度紀北町一般会計補正予算（第５号）の説明を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第１２号から第１３号、第１４号までの３件についての内容説明を求めます。

平谷住民課長。

平谷卓也住民課長

それでは、議案第１２号の平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）

の内容につきまして、説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）

平成２２年度紀北町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３，０４１万 １，０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２７億 ４，４０１万 ４，０００円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づきまして説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。

６ページをご覧ください。第４款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目療養給付費等負

担金につきましては ３，８３８万 ９，０００円増額いたしまして、４億 ５，１７７万 ９，０００円とさせてい

ただくものでありますが、それぞれの医療費に対する国の負担金の額の変更により交付され

るものであります。

第２項国庫補助金、第１目財政調整交付金につきましては ２４２万 ３，０００円増額いたしまし

て、１億 ９，６７４万 ７，０００円とさせていただくものでありますが、レセプト審査支払い等シス
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テム最適化経費分が特別調整交付金として交付されることになったことによるものでありま

す。第４目高齢者医療制度円滑運営事業費補助金につきましては、１４万 ２，０００円増額いたし

まして１４万 ２，０００円とさせていただくものでありますが、国におきまして７０歳から７４歳まで

の高齢受給者につきましては医療費の自己負担率増の凍結措置の延長に伴いまして、高額受

給者証の更新のための事務経費が交付されることになったことによるものであります。

第５款療養給付費交付金、第１項療養給付費交付金、第１目療養給付費交付金につきまし

ては １，７８４万 ６，０００円増額いたしまして、１億 ６，２８８万円とさせていただくものであります

が、退職被保険者の療養給付費分交付金の額の変更決定に伴うものでございます。

７ページをご覧ください。第７款県支出金、第２項県補助金、第２目県財政調整交付金に

つきましては５３万 ３，０００円増額いたしまして、 ８，７５０万円とさせていただくものであります。

療養給付費等介護保険算入額、後期高齢者支援金分などの交付金の額の決定に伴うものであ

ります。

第１０款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目一般会計繰入金でありますが、 １，４９３万 ２，０

００円増額いたしまして、１億 ９，３６６万 ７，０００円とさせていただくものでありますが、これも

負担金の額の決定に伴うものでございます。

８ページをご覧ください。第２項積立基金繰入金、第１目積立基金繰入金でありますが、

４，３８５万 ４，０００円減額いたしまして、１億 ７，２３８万 ２，０００円とさせていただくものでありま

す。

続きまして、歳出の説明をさせていただきます。

９ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は人事院

勧告に伴う職員人件費３５万 １，０００円の減額と、一般事務事業費として１４万 ２，０００円増額する

ものでありますが、一般事務事業につきましては、歳入のところでも説明させていただきま

したように、７０歳から７４歳までの高齢受給者につきましては、医療費の自己負担率増の凍結

措置の延長に伴いまして、高額受給者証の更新のための事務経費が交付されたことによるも

のでございます。

第２目連合会負担金は ２４２万 ３，０００円増額いたしまして、 ３３９万 ３，０００円とさせていただ

くものでありますが、レセプト電子化にかかるシステム最適化に要する経費でございます。

１０ページをご覧ください。第２款保険給付費、第１項療養諸費、第１目一般被保険者療養

給付費は １，５７６万 ６，０００円増額いたしまして、１５億 ４，４６３万 ３，０００円とさせていただくもの

でありますが、一般被保険者療養給付費の決算見込みの額の変更に伴うものでございます。
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第２目退職被保険者等療養給付費は ２５５万 ５，０００円増額いたしまして、１億 ５，０８０万 ７，０

００円とさせていただくものでありますが、退職被保険者等療養給付費の決算見込額の変更に

伴うものでございます。

第３目一般被保険者療養費は財源更正によるものでございます。

第４目退職被保険者等療養費は２９万 ８，０００円増額いたしまして、 １５５万 ５，０００円とさせて

いただくものでありますが、退職被保険者等療養費の決算見込額の変更に伴うものでござい

ます。

１１ページをご覧ください。第２項高額療養費、第１目一般被保険者高額療養費は、 ８５９万

９，０００円増額いたしまして、２億 １，４１１万 ２，０００円とさせていただくものでありますが、一

般被保険者高額療養費の、これも決算見込額の変更に伴うものでございます。

第２目退職被保険者等高額療養費は９５万 ３，０００円増額いたしまして、 ２，８５０万円とさせて

いただくものでありますが、退職被保険者等高額療養費の、これも決算見込額の変更に伴う

ものでございます。

第３目一般被保険者高額介護合算療養費は財源更正によるものでございます。

第４目の退職被保険者等高額介護合算療養費は、これも財源更正によるものでございます。

１２ページをご覧ください。第３款後期高齢者支援金、第１項後期高齢者支援金等、第１目

後期高齢者支援金は、これも財源更正によるものでございます。

１３ページをご覧ください。第５款老人保健拠出金、第１項老人保健拠出金、第１目老人保

健医療費拠出金は、これも財源更正によるものでございます。

１４ページをお願いいたします。第６款介護納付金、第１項介護納付金、第１目介護納付金、

これにつきましても、財源更正によるものでございます。

１５ページをご覧ください。第７款共同事業拠出金、第１項共同事業拠出金、第１目高額医

療費共同事業医療費拠出金は ４７４万 ２，０００円増額いたしまして、 ４，２１３万 ２，０００円とさせて

いただくものでありますが、平成２２年度拠出金額の確定に伴うものでございます。

第２目高額医療費共同事業事務費拠出金は ４，０００円減額させていただくものでありますが、

これも平成２２年度拠出金額の確定に伴うものであります。

第４目保険財政共同安定化事業拠出金は ２，２４１万 ９，０００円減額いたしまして、２億 ５，４１７

万 ３，０００円とさせていただくものでありますが、これにつきましても、平成２２年度拠出金額

の確定に伴うものでございます。

第５目保険財政共同安定化事業事務費拠出金は ４，０００円減額させていただくものでありま
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すが、これにつきましても、２２年度拠出金額の確定に伴うものであります。

１６ページをご覧ください。第１１款諸支出金、第２項国県支出金返納金、第１目国庫支出金

返納金は １，７７１万 １，０００円増額いたしまして、 ２，９９１万 ６，０００円とさせていただくものであ

りますが、これも療養給付費負担金の確定に伴うものでございます。

以上で、議案第１２号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）の

説明を終わります。

平谷卓也住民課長

続きまして、議案第１３号の平成２２年度紀北町老人保健特別会計補正予算（第２号）の内容

につきまして、説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２２年度紀北町老人保健特別会計補正予算（第２号）

平成２２年度紀北町の老人保健特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ２５８万円を減額し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ ３０３万 ２，０００円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づきまして説明させていただきます。

６ページをご覧ください。歳入から説明させていただきます。

第１款支払基金交付金、第１項支払基金交付金、第１目医療費交付金につきましては、社

会保険診療支払基金の決算見込み数値によりまして、 １２４万 ２，０００円を減額させていただく

ものであります。

第２款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目医療費負担金につきましては、国庫負担分

の決算見込み数値によりまして、８２万 ９，０００円の減額をさせていただくものであります。

第３款県支出金、第１項県負担金、第１目県負担金につきましても、県負担分の決算見込

み数値によりまして、２０万 ７，０００円の減額をさせていただくものでございます。

７ページをご覧ください。第４款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目一般会計繰入金に

つきましては、一般会計繰入金の、これも決算見込み数値によりまして３０万 ２，０００円の減額
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をさせていただくものでございます。

次に、歳出につきまして説明させていただきます。

８ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費の老人保

健事業費９万 ３，０００円の減額につきましては、老人保健事業の決算見込みに伴うものであり

ます。

９ページをご覧ください。第２款医療諸費、第１項医療諸費、第１目医療給付費につきま

しては、医療給付費のこれも決算見込み数値によりまして ２２７万 ４，０００円の減額をさせてい

ただくものでございます。

第２目医療費支給費につきましても、医療費支給費の決算見込み数値により、２１万 ３，０００

円の減額をさせていただくものであります。

以上で、議案第１３号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計補正予算（第２号）の説明を終

わらせていただきます。

平谷卓也住民課長

続きまして、議案第１４号の平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

の内容につきまして、説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

平成２２年度紀北町の後期高齢者医療医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ３，１４９万 ６，０００円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４億 ７，２５８万 ８，０００円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、同じく予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

それでは歳入から説明させていただきます。

６ページをご覧ください。第１款後期高齢者保険料、第１項後期高齢者医療保険料、第１

目特別徴収保険料、第２目普通徴収保険料につきましては、いずれも三重県後期高齢者医療

５８



広域連合からの決算見込み数値によりまして、特別徴収保険料につきましては １，３８９万 ４，０

００円の減、普通徴収保険料につきましても ９９４万 ７，０００円の減額をさせていただくものでご

ざいます。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目事務費繰入金、それと第２目保険基盤安定

繰入金につきましては、これも三重県後期高齢者医療広域連合からの決算見込み数値により

まして事務費繰入金につきましては １９４万 １，０００円の減額、保険基盤安定繰入金につきまし

ては ５７１万 ４，０００円減額させていただくものでございます。

次に、歳出につきまして説明させていただきます。

７ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費の職員人

件費１１万 ７，０００円減額につきましては、平成２２年度人事院勧告に伴うものでございます。一

般事務事業は財源更正でございます。

８ページをご覧ください。第２款後期高齢者医療広域連合納付金、第１項後期高齢者医療

広域連合納付金、第１目後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、三重県後期高齢者

医療広域連合からのこれも決算見込み数値によりまして ３，１３７万 ９，０００円減額させていただ

きまして、４億 ６，０３７万 ５，０００円とさせていただくものでございます。

以上で、議案第１４号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）の説

明を終わらさせていただきます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第１５号についての内容説明を求めます。

谷福祉保健課長。

谷吉希福祉保健課長

それでは、議案第１５号 介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）について、ご説明

いたします。

予算書の１ページをお願いします。

平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）

平成２２年度紀北町の介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４０７万 ８，０００円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２億 ５３１万 ２，０００円とする。

５９



２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第 ２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、補正予算に関する説明書に基づき、説明をさせていただきます。

歳入予算から説明いたします。

７ページをお願いいたします。第１款サービス収入、第１項介護給付費収入は ４０７万 ８，０

００円を減額するものでありまして、第１目居宅介護サービス費収入９４万 ９，０００円の減額は、

第１節の短期入所生活介護費収入の保険者収入３９万 ３，０００円と、利用者収入５５万 ６，０００円の

の減額であります。

続きまして、第２目施設介護サービス費収入は ３１２万 ９，０００円を減額するものでありまし

て、第１節の施設介護サービス費収入の保険者収入 １７８万 ５，０００円と利用者収入 １３４万 ４，０

００円をそれぞれ減額するものであります。

続きまして、歳出予算についてご説明いたします。

８ページをお願いいたします。第１款総務費、第１項施設管理費は ４０７万 ８，０００円の減額

でありまして、第１目の一般管理費を減額するもので、職員人件費におきまして １４１万 ６，０

００円、嘱託職員賃金 ２６６万 ２，０００円のそれぞれを減額するものであります。今回の減額は特

養職員から養護職員へ振り替えたことによる予算減額であります。また、繰越明許につきま

しては、消防等の検査の都合で供用開始が遅れますので、繰り越しとさせていただきました。

以上で、平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）を終了させてい

ただきます。

川端龍雄議長

次に、議案第１６号についての内容説明を求めます。

奥川水道課長。

奥川英水道課長

それでは、平成２２年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）を、ご説明させていただき

ます。
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予算書をお願いいたします。

議案第１６号 平成２２年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

１ページをお開きください。

（総則）

第１条 平成２２年度紀北町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的支出）

第２条 平成２２年度紀北町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的支出の予定額を次のとおり補正する。

支出、第１款水道事業費用は ３４７万 ５，０００円を増額するもので、第１項営業費用は７９万

５，０００円を減額して２億 ３，００６万 ４，０００円に。第２項 営業外費用は ４２３万 ６，０００円を

増額して ３，３３６万 ７，０００円に。第３項 簡易水道営業費用は８万 ２，０００円を減額して１

億 ７７３万 ２，０００円に。第５項 特別損失は１１万 ６，０００円を増額して１４万 ６，０００円にする

ものであります。

（資本的収入及び支出）

第３条 予算第４条本文括弧書きを、（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１

億 ６，１７８万 ２，０００円は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんするものとする。） に改め、

資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

収入、第１款資本的収入は１億 ２，５６３万 ４，０００円を減額するもので、第１項負担金は８０

万円を減額して ６００万円に。第２項補助金は ２，９６３万 ４，０００円を減額して ３，９８２万 ７，０

００円に。第３項企業債は ９，５２０万円を減額して ５，６４０万円に。

支出、第１款資本的支出は第１項建設改良費で１億 ３，６０３万 ８，０００円を減額して、１億

５９７万 ５，０００円にするものであります。

２ページをお願いします。

（企業債）

第４条 予算第５条に定めた限度額を、次のように改める。

簡易水道事業債は ４，７５０万円を減額して ２，８４０万円に。過疎対策事業債は ４，７７０万円を減

額し ２，８００万円にして、計 ５，６４０万円にするものであります。起債の方法、利率、償還の

方法につきましては記載のとおりであります。

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）
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第５条 予算第８条中（１）職員給与費「 ７，４８５万 ９，０００円」を「 ７，３９８万 ２，０００円」に

改める。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

詳細につきましては、１６ページからの実施計画説明書でご説明させていただきます。

収益的支出、第１款水道事業費用、第１項営業費用、第２目配水及給水費は１７万 ６，０００円

を減額して ３，２２７万 １，０００円に。内容は人事院勧告によるものでございます。第３目総係費

は６１万 ９，０００円を減額して ７，６９７万 ８，０００円に。内容は人事院勧告によるものでございます。

第２項営業外費用、第２目消費税は ４２３万 ６，０００円を増額して １，１１０万円に。内容は決算

見込みによるものでございます。

１７ページをお願いします。第３項簡易水道営業費用、第３目総係費は８万 ２，０００円を減額

して １，１８１万 ６，０００円にするものでございます。内容は人事院勧告によるものでございます。

第５項特別損失、第１目過年度損益修正損は１１万 ６，０００円を増額して１４万 ６，０００円にする

ものです。内容は水道料金未収金のうち時効になっているものの中で、死亡で徴収不可能な

ものを不納欠損として処理したく計上いたしました。

１８ページをお願いします。

資本的収入及び支出

収入、第１款資本的収入、第１項負担金、第１目負担金８０万円を減額し ６００万円にするも

のでございます。内容は消火器設置工事負担金の確定による減額であります。

第２項補助金、第１目補助金 ２，９６３万 ４，０００円を減額し ３，９８２万 ７，０００円にするもので、

内容は当初４カ年計画でありました古里・道瀬簡易水道統合整備事業を２カ年延長したこと

による減額であります。

第３項企業債、第１目企業債 ９，５２０万円を減額し ５，６４０万円にするもので、内容は古里・

道瀬簡易水道統合整備事業など、４事業の事業費の精算による企業債借入額の減額でありま

す。簡易水道事業債 ４，７５０万円を減額し、過年度過疎対策事業債 ４，７７０万円を減額するもの

であります。

１９ページをお願いします。

支出、第１款資本的支出、第１項建設改良費、第３目簡易水道改良費１億 ３，６０３万 ８，０００

円を減額し ８，８２８万 ２，０００円にするもので、内容は委託料の ７，８７４万円の減額は、当初、鉄

道及び国道の横断箇所を新しく推進工法で考えておりましたが、関係機関との協議の結果、
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既設管の更新で進めているため、影響調査費用等が必要なくなったための減額でございます。

工事請負費の１億 ２，８１６万 ４，０００円の減額につきましては、古里・道瀬簡易水道統合整備事

業が平成１９年度より４カ年計画で実施しており、本年度完了予定でございましたが、関係機

関との詳細な調整に時間を要したことなどの理由から、２カ年延長することによる減額であ

ります。此ケ野地区配水管布設工事には地元調整による舗装工事の増や、不断水バルブ等の

増加によるものでございます。中里地区配水管布設替工事及び上里地区配水管布設工事は昨

年度より２カ年計画で実施しており、当初予算後、平成２１年度の事業延長の増による本年度

の事業量の減少及び請負差金による減額でございます。町道矢口里１号線（２号橋）改良工

事に伴う配水管支障移転工事は橋梁整備工事との調整のため、仮設工事を施工する必要が生

じたための増額でございます。簡易水道配水管布設替・支障移転工事は、国道４２号上里地区

交差点改良工事による支障移転工事の増額でございます。

以上で、紀北町水道事業会計補正予算（第２号）の説明を終わらさせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

次に、議案第１７号についての内容説明を求めます。

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

平成２３年度紀北町一般会計当初予算の内容について、説明いたします。

予算書１ページをご覧ください。

議案第１７号 平成２３年度紀北町一般会計予算

平成２３年度紀北町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９２億 ９，４５８万 １，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第 ２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第 ２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、
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限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、１０億

円と定める。

２ページをご覧ください。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

続きまして、８ページをご覧ください。

第２表 債務負担行為であります。複写機賃貸借契約など、次の９ページまで合わせて１０

事項あります。

続きまして、１０ページをご覧ください。

第３表 地方債であります。限度額は過疎対策事業債ほか合計１３億 ７，９００万円であります。

それでは、予算に関する説明書に基づき説明をさせていただきます。

最初に歳入予算の主なところについて説明させていただきます。

１３ページをご覧ください。第１款町税、第１項町民税、第１目個人は５億 ８３３万円であり

ます。前年度に比較しまして ３，８６４万 ６，０００円の減額であります。第２目法人は ９，８３１万 ２，

０００ 円であります。前年度に比較しまして １，２３２万 ３，０００円の増額であります。

第２項、第１目固定資産税は６億 ５，５０４万 ４，０００円であります。前年度に比較しまして、

８７５万円の減額であります。

１４ページをご覧ください。第２目です。国有資産等所在市町村交付金及び納付金は １，６５６

万 ９，０００円で、前年度に比較しまして８７万 ９，０００円の減額であります。森林管理署、三重県

及び企業庁からの交付金であります。

第３項、第１目軽自動車税は ３，８８１万 ４，０００円で、前年度に比較しまして８９万 ３，０００円の

増額であります。

第４項、第１目町たばこ税は１億 ９３３万 ９，０００円で、前年度に比較しまして ９２８万 １，０００
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円の減額を見込んだものであります。

１５ページをご覧ください。第２款地方譲与税、第１項、第１目地方揮発油譲与税は ２，０００

万円で、前年度に比較しまして ２００万円の減額を見込んでおります。

第２項、第１目自動車重量譲与税は ６，０００万円で、前年度に比べ ４００万円の減額を見込ん

でおります。

１６ページをご覧ください。第３款、第１項、第１目利子割交付金は ５５１万 ９，０００円で、前

年度に比べ １５４万 ８，０００円の減額を見込んでおります。

第４款、第１項、第１目配当割交付金は ２０２万 ９，０００円で、前年度に比べ６５万 ６，０００円の

減額を見込んでおります。

第５款、第１項、第１目、株式等譲渡所得割交付金は １０４万 ９，０００円で、前年度に比べ４

万 ５，０００円の減額を見込んでおります。

１７ページをご覧ください。第６款、第１項、第１目地方消費税交付金は１億 ４，０００万円で、

前年度に比べ １，０００万円の減額を見込んでおります。

第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は ３，０００万円で、前年度と同額を見込んでお

ります。

第８款、第１項、第１目地方特例交付金は ３，０００万円で、前年度に比べ １，０００万円の増額

を見込んでおります。子ども手当等特例交付金及び自動車取得税などの減税に伴う減収補て

ん特例交付金であります。

１８ページをご覧ください。第９款、第１項、第１目地方交付税は３９億円であります。この

うち普通交付税は３７億 ３，０００万円、特別交付税は１億 ７，０００万円であります。普通交付税に

つきましては４億 ３，０００万円の増額を見込んだものでありますが、平成２２年度普通交付税決

算見込額をもとに臨時財政対策債からの振替分を勘案して計上しております。また、特別交

付税は ３，０００万円の減額を見込んでおりますが、普通交付税に振り替えており、交付税合計

では４億円の増額となっております。

第１０款、第１項、第１目交通安全対策特別交付金は ２３０万円で、前年度に比べ１０万円の減

額を見込んでおります。

第１１款分担金及び負担金、第１項分担金、第１目農林水産業費分担金は５万円で、前年度

と同額であります。

１９ページをご覧ください。第２項負担金、第２目民生費負担金は１億 ２４３万 ２，０００円であ

ります。主なものとして私立保育所保育料負担金 ８，２２５万円、配食サービス事業個人負担金
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４９９万 ２，０００円、老人ホーム入所負担金の赤羽寮分 １，１２１万 ５，０００円であります。

第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第１目総務使用料は７７万 ４，０００円であります。

第２目民生使用料は１万 ４，０００円であります。第３目衛生使用料は ８６１万 ８，０００円で、主な

ものとして一般廃棄物処理施設使用料 ４３２万円であります。

２０ページをご覧ください。第４目農林水産使用料は １４０万 ７，０００円で、前年度と同額であ

ります。第５目商工使用料は ５，８１９万 ４，０００円で、主なものとして古里温泉施設使用料は、

２，４４８万 ９，０００円、紀北町森林公園オートキャンプ場施設使用料は ３，０００万円であります。

第６目土木使用料は ５，２５９万円で、主なものとして町営住宅使用料 ４，５２０万 ７，０００円であ

ります。第７目教育使用料は ８８６万 ４，０００円で、主なものとして、２１ページでございます。

幼稚園保育料 ５５９万 ６，０００円であります。

第１２款使用料及び手数料、第２項手数料、第１目総務手数料は ８９３万 ３，０００円で、主なも

のとして、２２ページの戸籍手数料 ４２６万 １，０００円、住民票手数料 ２００万円であります。第３

目衛生手数料は １２５万円であります。第４目農林水産手数料は１万 ７，０００円であります。

第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は４億 ８，２０９万 ７，０００円であ

ります。主なものとして障害者自立支援給付費負担金１億 ３，０８２万 ２，０００円、保育所運営費

負担金１億 １，３０８万 ８，０００円、子ども手当等負担金２億 ２，５８２万 ８，０００円であります。

２３ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第１目総務費補助金は ２，４３０万円でありま

す。市町村合併推進体制整備費補助金で、水道事業会計に繰り出し、水道事業基本計画策定

事業等に充当いたします。第２目民生費補助金は ９，１３４万 ６，０００円で、主なものとして障害

者地域生活支援事業費等補助金 ５８３万 １，０００円、介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金 ６，

３６０ 万円、施設開設準備経費助成等特別対策事業補助金 ２，１６０万円であります。第３目衛生

費補助金は １，０１９万 ８，０００円で、主なものとして循環型社会形成推進交付金 ８４７万 ７，０００円

であります。第４目農林水産業費補助金は ９，７５０万円で、海岸保全施設整備事業補助金であ

ります。第６目土木費補助金は社会資本整備総合交付金で ２，０１２万 １，０００円であります。

２４ページをご覧ください。第８目教育費補助金は２億 ２，８８６万 １，０００円で、主なものとし

て安全・安心な学校づくり交付金（紀北中学校改築事業分）で２億 １，８７４万 １，０００円であり

ます。

２５ページをご覧ください。第３項委託金、第１目総務費委託金は６８万 ３，０００円であります。

第２目民生費委託金は ４８７万 ２，０００円で、主なものは国民年金事務委託金 ４７２万 ５，０００円で

あります。
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第１４款県支出金、第１項県負担金、第１目総務費負担金は １２２万 ３，０００円であります。第

２目民生費負担金は２億 ６，４６９万 ５，０００円であります。主なものとして国民健康保険基盤安

定事業費負担金 ６，０１１万 ２，０００円、障害者介護給付費負担金 ６，４２０万 １，０００円、後期高齢者

医療保険基盤安定事業費負担金 ４，８９５万 ４，０００円、保育所運営費負担金 ５，６５４万 ４，０００円、

子ども手当等負担金 ３，１３９万 ８，０００円であります。

２６ページをご覧ください。第２項県補助金、第１目総務費補助金は ３，８０８万円であります。

主なものとして三重県バス運行対策費補助金は ８１０万 ２，０００円、三重県市町村合併支援交付

金は ２，８５０万円で紀北中学校改築事業文化財冊子作成事業に充当いたします。第２目民生費

補助金は ６，４９６万 ７，０００円であります。主なものとして心身障害者医療費補助金 ３，１３２万円、

一人親家庭等医療費補助金 ６９７万円、次世代育成支援対策交付金 ７９４万 ５，０００円、乳幼児医

療費補助金 ９４８万 １，０００円であります。第３目衛生費補助金は ２，２０９万 ２，０００円であります。

主なものとして浄化槽設置促進事業補助金 ８４７万 ７，０００円、妊婦健康診査臨時特例交付金 ２

７７万円、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金 ９８０万 ８，０００円であります。第

４目農林水産業費補助金は１億 ８，２３８万 ３，０００円であります。主なものとして、２７ページで

ございます。造林事業費補助金は １，０５１万 ９，０００円で、町有林造成事業に充当いたします。

森林整備加速化林業再生基金事業費補助金は ７，６７５万円、町営漁港海岸保全事業費補助金は

６，８２５万円であります。

第５目商工費補助金は ７，７２０万 ６，０００円であります。主なものとして、ふるさと雇用再生

特別交付金 ５，０９３万円、緊急雇用創出事業臨時特例交付金 ２，４４９万 ４，０００円で、国の雇用対

策措置によるものであります。第６目土木費補助金は ２２５万 ５，０００円であります。第７目消

防費補助金は８万円であります。第８目教育費補助金は １５８万 ８，０００円であります。

２８ページをご覧ください。第１０目電源立地地域対策交付金は １，２１６万円で、防火水槽設置

費及び小型動力ポンプ付積載車購入費に充当いたします。

第３項委託金、第１目総務費委託金は ３，９６６万 ２，０００円であります。主なものとして県民

税徴収取扱委託金は ２，５９８万円で、税務一般事務費等に充当します。知事選挙執行委託金 ８

５６万 ５，０００円、県議会議員選挙執行委託金 ２９６万 ８，０００円であります。

２９ページをご覧ください。第４目農林水産業費委託金は １８３万円であります。第６目土木

費委託金は １，６５９万 ２，０００円であります。主なものとして海岸清掃委託金 ３７０万円、港湾清

掃委託金 ７２５万円、江ノ浦橋管理委託金 ４８０万円であります。第７目消防費委託金は １３０万

２，０００円であります。
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第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第１目財産貸付収入は ５５２万 ９，０００円で、町有地

の貸付収入等であります。

３０ページをご覧ください。第２目利子及び配当金は １６１万 ６，０００円で、利子の １６０万 ９，０

００円につきましては各種基金の運用利息であります。第２項財産売払収入、第２目物品売払

収入は ２００万円であります。

第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は １００万円であります。第４目農林水産業費

寄附金は １８７万 ６，０００円で、主に産地水産業強化支援事業寄附金 １８０万円であります。

３１ページをご覧ください。第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第１目財政調整基金繰入金

は ３，０００万円であります。第４目福祉事業基金繰入金は ５６７万 ４，０００円で、老人福祉特別対

策事業の長寿祝金と寝たきり老人等福祉保健手当等に充当します。第８目庁舎等改築及び改

修基金繰入金は４０万円で、本庁舎移転等推進事業費に充当します。第１６目災害援護資金償還

事業基金繰入金は ５，３２０万 ９，０００円で、災害援護資金償還事業費に充当します。

３２ページをご覧ください。第１７目交通安全対策事業基金繰入金は ２９９万 １，０００円で、交通

安全対策事業費に充当いたします。第１９目住民生活に光をそそぐ基金繰入金は ８０５万円で、

住民生活に光をそそぐ交付金事業（生涯学習関係）に充当いたします。

第１８款、第１項、第１目繰越金は ３，４００万円で、一般会計歳計剰余金であります。

３３ページをご覧ください。第１９款諸収入、第１項延滞加算金及び過料、第１目延滞金は、

６２４万 ９，０００円であります。第２目加算金は １，０００円であります。第２項、第１目町預金利

子は３万円であります。第３項、第１目貸付金元利収入は ６，３０３万 ８，０００円であります。奨

学資金貸付金返還金は ７７３万 ３，０００円、災害援護資金貸付金返還金は ５，５３０万 ５，０００円で、

平成１６年９月の豪雨災害による貸付金の返還金であります。

３４ページをご覧ください。

第４項受託事業収入、第１目民生費受託事業収入は ３，６３２万 ８，０００円であります。老人ホ

ーム入所者受託事業収入は ８１６万 ５，０００円、地域支援事業受託事業収入の ２，８１６万 ３，０００円

は地域支援事業（介護予防等）に充当いたします。第３目農林水産業費受託事業収入は ５４０

万 ９，０００円であります。第５項雑入、第２目弁償金は １，０００円であります。第６目雑入は、

３，６６６万 ９，０００円であります。主なものとしまして３５ページのオータムジャンボ配分金 ５９８

万 ６，０００円、３７ページの消防団員退職報償金 ５１０万円などであります。

３８ページをご覧ください。第２０款、第１項町債、第１目総務債は２億 ５，９４０万円でありま

す。集会所建設事業債は ３，６００万円で過疎対策事業債であります。志子奥集会所建設事業に
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充当いたします。地域振興基金債は１億 １，４００万円で合併特例事業債であります。地域振興

基金の積み立てに充当いたします。

３９ページをご覧ください。庁舎改修事業債は ６６０万円で合併特例事業債であります。本庁

舎移転改修の実施設計費に充当いたします。過疎地域自立促進特別事業債は１億 ２８０万円で

あります。過疎事業債の対象となるソフト事業としてＣＡＴＶ行政放送事業をはじめとする

２１事業に充当いたします。第３目衛生費は ８４０万円で過疎対策事業債であります。浄化槽設

置整備事業費に充当いたします。第４目農林水産業債は ４，２００万円であります。農業債 ５００

万円は過疎対策事業債であり、中山間地域総合整備事業費に充当します。水産業債 ３，７００万

円は合併特例債事業であり、海岸保全施設整備事業費に充当いたします。

第６目土木債は１億 ７２０万円で過疎対策事業債であります。道路橋りょう債は ８，７４０万円

で、町道小山山側線道路改良事業など６事業に充当いたします。都市計画債は １，９８０万円で

熊野灘レク都市公園事業費等に充当します。第７目消防債は １，７２０万円で過疎対策事業債で

あります。消火栓新設事業等に充当いたします。第８目教育債は４億 ９，２８０万円で合併特例

事業債であります。紀北中学校改築事業費及び生涯学習施設整備事業費に充当します。

４０ページをご覧ください。第１０目臨時財政対策債は４億 ５，２００万円で、前年度に比較しま

して２億 ４，３４０万円の減額であります。地方財政計画により本来の普通交付税での算定増に

よるものであります。

これで歳入予算の説明を終わらせていただきます。

（「動 議」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

北村博司君。

１８番 北村博司議員

休憩を求めます。

（「賛 成」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

動議成立しましたので、休憩いたします。

３時に開会いたします。
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（午後 ２時 ３８分）

川端龍雄議長

休憩前に引き続き、再開します。

（午後 ３時 ００分）

川端龍雄議長

堀財政課長。

堀秀俊財政課長

それでは、引き続き歳出予算の主なところについて、説明をさせていただきます。

人件費につきましては、最後に給与費明細書で一括して説明させていただきます。

４１ページをご覧ください。第１款、第１項、第１目議会費は１億 ２，９９３万 ３，０００円であり

ます。議会活動及び議会事務局運営事業費は１億 ４９３万円で、議会運営に要する経費であり

ます。

４３ページをご覧ください。

第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は６億 ６，８８５万 ７，０００円であります。

嘱託職員賃金は ３，７１５万 ９，０００円で、社会保険料等共済費事務補助員５名分賃金であります。

総合住民情報システム運営事業費は１億 ３，１７９万 ７，０００円で総合住民情報システムの管理運

営に要する経費であります。本庁舎移転等推進事業費は ７００万円で、本庁舎移転に伴う改修

の実施設計に要する経費であります。

４５ページをご覧ください。第２目文書広報費は ５，８６１万 ８，０００円であります。一般広報公

聴事業は １，３０４万 １，０００円で、広報きほくの発行及び県政だより、県議会だよりを含む配布

手数料に要する経費であります。ＣＡＴＶ行政放送事業費は １，９５９万 ４，０００円で、行政放送

番組ふるさと紀北町の番組の作製等に要する経費等であります。

４６ページをご覧ください。文書取扱事業費は １，５８７万円で、文書の処理、収受、発送及び

複写機等の使用に要する経費であります。第３目財政管理費は ５５２万 ２，０００円であります。
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主に財務会計システム運営事業に要する経費であります。第４目会計管理費は７９万 ７，０００円

で、会計管理事務に要する経費であります。第５目財産管理費は２億 ３９４万 ４，０００円であり

ます。庁舎管理事業は ２，５２６万 ８，０００円で、本庁舎及び町民センター等の維持管理等に要す

る経費でございます。公用車管理事業費は １，１７３万 ７，０００円で、公用車の維持管理に要する

経費であります。基金管理事業費は１億 ２，２６１万円で、基金の積み立て等に要する経費であ

ります。内訳としましては合併特例事業債による地域振興基金積立金に１億 ２，０００万円、ふ

るさと応援基金積立金に １００万円、各種基金定期預金利息積立金に １５８万 ８，０００円を積み立

てるものであります。土地開発基金には２万 ２，０００円を繰り出すものであります。また、地

区集会所建設事業費は ４，０９１万 ５，０００円で、志子奥集会所建設事業に要する経費であります。

４７ページをご覧ください。第６目企画費は ５，７０５万 １，０００円であります。地方バス運行対

策事業費は ２，６０５万円で、紀伊長島区内の河内線の自主運行バス運行委託料及び第３種生活

路線尾鷲長島線運行費補助金、公共交通空白地での自主運行バス試験運行等に要する経費で

あります。高度情報化推進事業費は １，３６４万円で、庁舎内及び施設間ネットワーク等の維持

管理費、専用回線等使用料などに要する経費であります。

４８ページをご覧ください。第７目支所及び出張諸費は ３，０１９万 ４，０００円であります。嘱託

職員等賃金は５名分で ９７７万 ２，０００円であります。紀伊長島総合支所管理事業費は １，９１９万

７，０００円で、紀伊長島総合支所庁舎の維持管理に要する経費であります。

４９ページをご覧ください。第８目公平委員会費は４万 ４，０００円で、公平委員会の運営に要

する経費であります。第１０目生活安全推進費は ４２０万 ７，０００円で、防犯活動事業、交通安全

対策推進事業等に要する経費であります。第１１目一般訴訟費は ５２０万 ４，０００円であります。

水道関係訴訟費用で、損害賠償請求事件に要する経費であります。主なものは弁護士の報償

費、旅費、訴訟にかかる意見書作成手数料などであります。

５０ページをご覧ください。第１２目諸費は ６５３万 ６，０００円で、町税過誤納付による歳出還付

金などであります。

５１ページをご覧ください。第２項町税費、第１目税務総務費は ９，５２５万 ４，０００円でありま

す。嘱託職員等賃金は２名分の賃金であります。税務一般事務事業費は １，５８１万 ２，０００円で、

町税賦課業務に要する経費であります。

５２ページをご覧ください。第２目賦課徴収費は ６３９万 ７，０００円で、町税の賦課徴収に要す

る経費でございます。

５３ページをご覧ください。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は ７，４０３万 ６，０００円で、嘱
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託職員等賃金は２名分 ３７５万 ７，０００円、戸籍電算管理事業費 ８６０万 ９，０００円などであります。

５５ページをご覧ください。第４項選挙費、第１目選挙管理委員会費は ７６３万 ８，０００円であ

ります。第９目知事選挙費は ８５６万 ５，０００円で、任期満了が平成２３年４月２０日となっており

ます、三重県知事の選挙執行にかかる経費であります。

５６ページをご覧ください。第１０目県議会議員選挙費は ２９６万 ８，０００円で、任期満了が平成

２３年４月２９日となっております。三重県議会議員選挙の執行にかかる経費であります。

５７ページをご覧ください。第５項統計調査費、第２目指定統計費は １４９万 ３，０００円であり

ます。経済センサス調査等の受託事業費であります。

５８ページをご覧ください。第６項、第１目監査委員費は７３万円であります。

５９ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は６

億 ２，９２９万 ８，０００円であります。国民健康保険事業特別会計繰出金は１億 ７，８５０万 ８，０００円

で、一般会計からの繰出金であります。繰出金の内容としましては保険基盤安定分、職員給

与費等の一般財源化分、財政安定化支援事業分、出産育児一時金等の繰出金であります。紀

北町社会福祉協議会助成事業費は ３，６７２万 ３，０００円で、紀北町社会福祉協議会への補助金で

あります。紀北広域連合運営事業費は３億 ３，０６４万 ６，０００円で、紀北広域連合への負担金等

であります。

６０ページをご覧ください。第３目身体障害者福祉費は３億 ６，３８１万 ８，０００円であります。

心身障害者医療費助成事業費は ６，２７０万円で、心身障害者等への医療費助成であります。障

害者地域生活支援事業費は １，２６５万 ６，０００円で、障がいを持つ方がその適正に応じ地域で自

立した社会生活を営むことができるよう実施する事業に要する経費であります。障害者介護

訓練等給付事業費は２億 ６，０６３万 ５，０００円で、障がいを持つ方に対する在宅及び施設入所等

の福祉サービスに要する経費であります。

６１ページをご覧ください。第４目国民年金事務費は １，６９７万 ５，０００円であります。

６２ページをご覧ください。第２項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は５億 ２，５７０万円で

あります。老人福祉特別対策事業費町単分は ９９３万円で、高齢者福祉大会等社会福祉協議会

への委託料及び寝たきり老人等福祉保健手当等の経費であります。給食サービス事業費は、

９５３万 ２，０００円で高齢者に栄養バランスのとれた夕食を提供し、あわせて安否確認を行うた

めの経費であります。老人福祉施設措置事業費は ２，１４１万 ７，０００円で、町外の養護老人ホー

ム入所者の措置に要する経費であります。地域支援事業介護予防費は ２，４４０万 ８，０００円で、

高齢者が介護状態に陥ることなく健康に生活が送れるように支援するための経費であります。
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後期高齢者医療特別会計繰出金は３億 ５，７６４万 ３，０００円で、医療給付費町負担金、職員人件

費及び事務費等に要する経費を繰り出すものであります。

６３ページ、介護基盤緊急整備等特別対策事業費 ６，３６０万円、介護施設開設準備経費助成等

特別対策事業費 ２，１６０万円は、認知症対応型グループホーム新規整備等に対する助成であり

ます。第２目養護老人ホーム費は ９，７４９万 ７，０００円であります。嘱託職員等賃金は７名分で、

１，５６８万 ９，０００円であります。老人ホーム管理運営事業費は ４，７０２万 ９，０００円で、床張り替

え工事など老人ホーム赤羽寮養護分の運営に要する経費であります。

６５ページをご覧ください。第３目介護保険費は５０万 １，０００円であります。４目老人保健費

は２５万 ２，０００円で、老人保健特別会計の一般会計化経費であります。

６６ページをご覧ください。第３項児童福祉費、第１目児童福祉総務費は ２，３７０万 ３，０００円

であります。子育て支援センター設置事業費は １，３０２万 ４，０００円で、子育て支援センターは

相賀幼児園、ひかり保育園、加藤小児科等に設置されております。放課後児童クラブ対策事

業費は １，０６７万 ９，０００円で、放課後の児童対策として２２年度から引き続き取り組むものであ

ります。第２目保育所費は３億 ７，５９２万 ８，０００円であります。嘱託職員等賃金は２名分で、

４０６万 １，０００円であります。私立保育所保育対策事業費は １，１８１万 ４，０００円で、私立保育所

の保育対策に要する経費であります。児童保育事業費は３億 ４，７７３万 ２，０００円で、保育所児

童保育の実施に要する経費であります。町内の私立保育所７園に対するものであります。

６７ページをご覧ください。第３目児童措置費は２億 ８，９５２万 ２，０００円で、子ども手当等支

給に要する経費であります。第４目母子福祉費は ３，３９５万 ４，０００円であります。一人親家庭

等医療費助成事業費は １，４００万円であります。乳幼児医療費助成事業費は １，９９５万 ４，０００円

で、義務教育就学前までの乳幼児に対する医療費助成に加え、入院医療費に限り対象を小学

校の卒業まで拡大して助成するものであります。第５目へき地保育所費は３万 ９，０００円であ

ります。

６８ページをご覧ください。第４項、第１目災害救助費は１億 ８５１万 ４，０００円で、災害援護

資金償還事業費であります。災害援護資金利子補給金補助金 ３５６万円、県への償還金 ４，９４７

万円、災害援護資金償還事業基金への積立金 ５，５３０万 ６，０００円であります。

６９ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は１

億 ２，５６７万円であります。嘱託職員等賃金は５名分で １，０９６万 ２，０００円であります。地域保

健共通事業費は １，８０４万 ６，０００円で、保健衛生全般にかかる経費であります。主なものとし

て救急医療体制事業負担金 １，７１６万 ４，０００円であります。

７３



７０ページをご覧ください。第２目予防費は ７，６９３万 ６，０００円であります。予防接種事業費

は ４，３５０万 ５，０００円で、予防接種に要する経費であります。本年度は当初から子宮頸がんワ

クチン、ヒブワクチン、肺炎球菌ワクチン等に要する費用も含んでおります。母子健診事業

費は １，１５５万 ３，０００円で、妊婦健診等の委託料であります。がん検診事業費は １，５３１万 ６，０

００円で各種がん検診等に要する経費であります。第３目環境衛生費は ６，６５１万 １，０００円であ

ります。

７１ページをご覧ください。火葬場及び霊柩車管理運営事業費は ３，３００万 ２，０００円でありま

す。主な経費としましては海山区の浄聖苑管理経費と荷坂やすらぎ苑組合負担金であります。

浄化槽設置整備事業費は ２，５４５万 ２，０００円で合併処理浄化槽設置整備補助金であります。

７２ページをご覧ください。第４目環境保全費は７４万 ８，０００円であります。

７３ページをご覧ください。第２項清掃費、第１目清掃総務費は１億 ６，４１３万 ４，０００円であ

ります。嘱託職員等賃金は１名分で １８８万 ３，０００円であります。第２目塵芥処理費は３億 ８，

１７８ 万 ８，０００円であります。リサイクルセンター管理運営事業費は２億 ９，０６５万 １，０００円で

あります。紀伊長島リサイクルセンター、海山リサイクルセンターの施設管理費であります。

２箇所の施設管理の主な経費としまして、燃料費、光熱水費、修繕料などの需用費２億 ２，１

０３万円、ＲＤＦ引き取り等事業委託料 ３，６００万円、施設の保守点検委託料 １，６３１万 ５，０００円

であります。ごみ収集処理事業費は ４，４９０万円で、町内のごみ収集に要する経費であります。

主な経費はごみ収集の委託料 ４，２５０万円であります。資源ごみリサイクル促進事業費は １，６

９３万 ８，０００円で、各地区に設置した資源ごみステーションに出された資源ごみの回収及び処

理等に要する経費であります。主な経費は臨時職員の賃金 ９９０万 ２，０００円、及び資源ごみス

テーション増設工事 １５０万円であります。

７４ページをご覧ください。環境衛生センター管理運営事業費は １，０１２万 ５，０００円で、環境

衛生センターの管理運営に要する経費であります。不燃物処理施設管理事業費は、 １，００２万

８，０００円で不燃物処理場の維持管理に要する経費であります。循環型社会形成推進地域計画

策定事業は ６８５万 ３，０００円で、計画書等の策定委託料であります。第３目し尿処理費は ５，６

７５万 ６，０００円で、し尿処理場の管理運営に要する経費であります。主な経費としまして燃料

費、光熱水費、修繕料などの需用費 ４，３０３万円であります。

７６ページをご覧ください。第３項上水道費、第１目上水道施設費は ７，０７６万 ６，０００円であ

ります。簡易水道事業繰出金は ４，６１３万 ６，０００円で、繰り出し基準に基づく水道事業会計へ

の繰出金であります。上水道事業繰出金は ２，４６３万円で、水道事業基本計画策定事業及び水
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道管理システム構築業務に対し、市町村合併推進体制整備補助金の国庫補助を受け、一般会

計から水道事業会計へ繰り越し等であります。

７７ページをご覧ください。第５款農林水産業費、第１項農業費、第１目農業委員会費は、

７２２万 ８，０００円であります。第２目農業総務費は ５，３４１万 １，０００円であります。農政総合企

画事業費は １，６７６万 ４，０００円で、農業の振興と総合企画に要する経費であり、主に東紀州農

業共済事務組合負担金 ９９２万 ９，０００円であります。

７８ページ、中山間地域総合整備事業費は １，０５０万円で、県営中山間地域総合整備事業に対

する負担金であります。

７９ページをご覧ください。第３目農業振興費は９５万円であります。第５目農地費は ４，８００

万 ６，０００円であります。海岸環境整備事業費は ８６１万 ４，０００円、一般土地改良事業費は ４４６

万 ４，０００円、農地防災事業 ７３７万 ９，０００円、農林業施設維持管理事業費として緊急雇用創出

事業費 １，９９７万 ５，０００円などであります。

８１ページをご覧ください。第２項林業費、第１目林業総務費は ３，１１９万 ４，０００円でありま

す。森林情報を電子化し、長期にわたる森林環境の適正化を図る森林ＧＩＳ導入事業 １８０万

円などであります。第２目林業振興費は １，３０３万 ８，０００円であります。

８２ページの森林整備地域活動支援交付金事業費 ５６７万円、木造住宅新築促進奨励金交付事

業費 ３３４万 ９，０００円などであります。第３目林業施設費は ８，３４２万 ２，０００円であります。中

核作業道の整備費助成などの森林整備加速化森林再生基金事業費は ７，６７５万円、森林環境の

適正化を図る森林環境創造事業 ５００万円などであります。第４目町有林造成事業費は ７，０３１

万円であります。町有林造成事業費は ５，６５２万 １，０００円で、町有林の保育、管理などに要す

る経費であります。

８３ページをご覧ください。第５目分収造林費は ５２５万 ９，０００円であります。

８５ページをご覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は １，５４６万 ２，０００円であ

ります。水産総合企画事業費、島勝漁村センター管理事業費などであります。

８６ページをご覧ください。第２目水産業振興費は ２，０６０万 ５，０００円であります。水産業振

興対策事業費 ３６１万 ８，０００円、築いそ工事などの産地水産業強化事業 ８０２万 ５，０００円、種苗

放流の負担金等の水産資源増殖事業費 ４１３万 ３，０００円、三重外湾漁協助成事業費 １１７万 ６，０

００円などであります。第３目漁港管理費は２億 ７５４万 ２，０００円であります。漁港管理事業費

は ２７９万 ２，０００円で、漁港の維持管理経費であります。海岸保全施設整備事業は２億 ４，７５０

万円で、三浦漁港及び矢口漁港の海岸保全施設の改修実施のための経費でございます。

７５



８７ページをご覧ください。第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は ５，１４９万 １，０００円

であります。嘱託職員等賃金は３名分で ５９７万円であります。

８８ページをご覧ください。第２目商工業振興費は ２，９９７万 ７，０００円であります。中小企業

指導育成事業費は １，１６２万円で、小規模経営改善普及事業費補助金で商工会への補助金であ

ります。第３目観光費は１億 ４，９０７万 ８，０００円であります。観光活性化対策事業費は １，４７５

万 ５，０００円で、主なものは燈籠祭助成金、大白祭補助金、紀北町観光協会補助金、三重紀北

町年末港市補助金など、観光関係補助金であります。温泉施設管理費は ３，７３４万 ２，０００円で

古里温泉の管理運営に要する経費であります。

８９ページ、紀北町森林公園オートキャンプ場管理運営事業費は ２，５５８万 ３，０００円で、キャ

ンプｉｎｎ 海山の管理運営に要する経費で、施設管理委託料は ２，５００万円であります。体験型

イベント交流施設管理運営事業費は ６３０万 ９，０００円で、体験型イベント交流施設ケイチュウ

の維持管理に要する経費であります。ふるさと雇用再生特別基金事業費は ５，０９３万円で、国

の雇用対策に伴う事業で地域観光コーディネーター、観光インストラクター雇用事業など紀

北町観光協会への委託事業のほか、紀北町ＦＭラジオ番組ＰＲ事業の委託事業であります。

９０ページをご覧ください。第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は、１億

６８０万 ２，０００円であります。土木事業推進及び管理関係事業費などであります。

９２ページをご覧ください。第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は １，４００万

１，０００円であります。第２目道路橋りょう維持費は ３，４６３万 ８，０００円であります。嘱託職員

等賃金は２名分で ５４０万 ５，０００円であります。町道道路維持補修事業費は ９９７万 ２，０００円で、

町道の維持補修に要する経費であります。交通安全対策事業費は １，０２６万 １，０００円で、町道

の交通安全対策に要する経費であります。

９３ページをご覧ください。第３目道路橋りょう新設改良費は１億 ３２２万 ２，０００円でありま

す。町道道路改良事業費町単分は ８，８０１万 ２，０００円で、町単独の道路改良事業費に要する経

費であります。下排水路整備事業費は １６１万円であります。町道道路改良事業費舗装は １，３

６０万円で、町道の舗装工事に要する経費であります。

９４ページをご覧ください。第３項河川費、第１目河川総務費は ５８１万 ６，０００円であります。

海岸環境清掃業務委託事業費などであります。第２目河川施設費は ３００万円で、河川改修及

び維持補修事業費であります。第３目砂防費は ３００万円で、急傾斜地崩壊対策事業費の負担

金であります。

９５ページをご覧ください。第４項港湾費、第１目港湾管理費は １，６６１万 ３，０００円で、港湾
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環境清掃業務委託事業費 ７２５万円、江の浦橋管理委託事業費は ７９６万 １，０００円などでありま

す。なお、江の浦橋管理委託事業費は前年度までの第２項道路橋りょう費、第２目道路橋り

ょう維持費から組み替えを行っております。

９６ページをご覧ください。第５項都市計画費、第１目都市計画総務費は ９１４万 ７，０００円で

あります。第２目公園費は ２，０７８万 ４，０００円であります。県営公園事業負担金は １，０００万円

で、熊野灘レク都市公園事業等の町負担金であります。公園事業管理費は １，０７４万 ５，０００円

で、赤羽公園野球場の防球ネット改修工事などであります。第４目高速道路関連費は１４万円

であります。

９７ページをご覧ください。第６項住宅費、第１目住宅管理費は ２，２７２万 ８，０００円でありま

す。町営住宅管理事業費は １，５９２万 １，０００円で、町営住宅の維持管理にかかる経費でありま

す。

９８ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は４億 ４，４８９万 ８，０

００円で、三重紀北消防組合負担金であります。第２目非常備消防費は ３，４７８万 ４，０００円であ

ります。消防団出動事業費は ９００万円で、出動時の報酬であります。消防団活動事業費は ２

２７万 ４，０００円で、消防団活動に要する経費であります。消防団員活動事業費は ２，２１５万 ４，０

００円で、消防団員の報酬、報償費、退職報償掛金などに要する経費であります。第３目消防

施設費は ２，６５１万 ５，０００円であります。消防機械器具整備管理事業費は ６９９万 ３，０００円で、

消防団車両小型動力ポンプ、消防水利の維持管理に要する経費であります。消防施設機械器

具整備事業費は １，８４１万 ４，０００円であります。主なものは中ノ島地区防火水槽新設工事及び

消防団の小型動力ポンプ付積載車の購入に要する経費であります。

９９ページをご覧ください。第４目水防費は ５８７万 ９，０００円で、河川海岸水防対策事業費で

あります。第５目災害対策費は ３，２０３万 ６，０００円であります。災害対策事業費は ５９１万円で、

非常用備蓄品や災害救助用ロープの購入費等であります。防災行政無線管理事業費は ２，２８３

万 １，０００円であります。主なものは町防災無線戸別受信機の補充分購入費 ５５１万 ３，０００円、

三重県衛星系防災行政無線更新事業負担金 ６９２万円等でございます。

１０１ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第１目教育委員会費は６８

万円で、教育委員会運営事業費等であります。第２目事務局費は ６，７８５万 ７，０００円でありま

す。嘱託職員等賃金は４名分の ７９５万 ４，０００円と、教育委員会事務局運営事業費及び児童生

徒スクールバス運営事業費などであります。

１０２ページをご覧ください。第３目教育振興費は ２０７万 ７，０００円であります。第４目奨学
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費は ８７２万 ３，０００円で奨学金貸与事業費であります。

１０３ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は１億 １，８７８万 １，０００円

であります。嘱託職員等賃金は１１名分で ２，１２６万円であります。小学校管理運営事業費は、

５，３６５万円で小学校１１校分の維持管理に要する経費であります。特別支援学級児童介助教員

設置事業費は １，５５０万 １，０００円で、介護教員配置に要する経費であります。ＡＬＴ事業費は

８８０万 ５，０００円で、児童生徒の外国人講師による英語学習に要する経費であります。

１０４ページをご覧ください。第２目教育振興費は ２，５３５万円であります。小学校教育活動

振興助成事業費は １，３０５万円で、小学校教育振興経費校医報酬児童教員健康診断等に要する

経費であります。要保護及び準要保護児童就学援助事業費は ８７４万 ３，０００円で、修学旅行費、

給食費など対象児童に対して、さまざまな就学援助をするものであります。

１０５ページをご覧ください。第３項中学校費、第１目学校管理費は ４，９１２万 ５，０００円であ

ります。嘱託職員等賃金は４名分で ７７５万円であります。中学校管理運営事業費は ２，８１０万

９，０００円で、中学校４校分の維持管理に要する経費であります。特別支援学級生徒介助教員

設置事業費は ６９６万 ６，０００円で介助教員配置に要する経費であります。

１０６ページをご覧ください。第２目教育振興費は ２，２４４万 ２，０００円であります。中学校教

育活動振興助成事業費は １，１０２万 ９，０００円で、中学校４校の教育振興経費、校医報酬生徒教

員健康診断補助金等に要する経費であります。要保護及び準要保護生徒就学援助事業費は、

９３２万 ５，０００円でさまざまな就学援助をするものであります。第３目学校建設費は７億 ３，８

２４万 ９，０００円で、紀北中学校改築事業費であります。

１０７ページをご覧ください。第４項、第１目幼稚園費は１億 ３３４万 ５，０００円であります。

嘱託職員等賃金は６名分で １，２７６万 ２，０００円であります。幼稚園管理運営事業費は １，３３１万

３，０００円で、幼稚園３園の管理運営に要する経費であります。

１０９ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は ９，３４３万 ９，０００

円であります。嘱託職員等賃金は１２名分で ２，３６３万 ６，０００円であります。文化振興事業費は

３５０万 ３，０００円であります。若者センター管理事業費は ４９２万 ３，０００円であります。

１１０ページの生涯学習施設耐震補強事業費は １７７万 ６，０００円で、海山体育館耐震補強に向

けた設計業務を実施します。生涯学習施設整備事業費は ３５０万円で、本庁舎移転に伴う生涯

学習施設整備に向けた設計業務を実施します。住民生活に光をそそぐ交付金事業（生涯学習

関係）は ８０５万円で、町民の利用する図書室等の蔵書検索システムの導入と、図書等の充実

を図るための経費であります。第２目公民館費は ２，９１７万 ８，０００円であります。紀伊長島区
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公民館管理運営事業費は １，５２４万円で、東長島公民館を含め公民館７館の管理運営に要する

経費であります。海山区公民館管理運営事業費は １，３９３万 ８，０００円で、海山公民館を含め公

民館５館の管理運営に要する経費であります。

１１１ページをご覧ください。第３目郷土資料館費は ３０６万 ３，０００円で、郷土資料館２館の

管理運営に要する経費であります。

１１２ページをご覧ください。第４目文化財調査費は ９８１万 ３，０００円であります。文化財保

護事業費は ３３６万円で、紀北町の文化財冊子作成のための印刷費 ２８６万 ７，０００円などであり

ます。そのほか特別天然記念物カモシカ食害対策事業費などであります。

１１３ページをご覧ください。第６項保健体育費、第１目保健体育費総務費は ６６７万 ５，０００

円で、社会体育団体活動費助成事業費 １９５万円、スポーツ交流推進事業費は ４２２万円で、よ

りスポーツ振興交流を推進するための経費であります。第２目給食施設費は１億 ５７６万 １，０

００円であります。学校給食センター管理運営事業費は ４，０９４万円で、海山区の小中学校、幼

稚園の給食に要する経費であります。給食施設管理運営事業費は ４，０３４万 ５，０００円で、紀伊

長島区の小中学校、幼稚園の給食に要する経費であります。

１１４ページをご覧ください。第３目体育施設費は １，２０３万 ６，０００円で、体育施設等の管理

運営に要する経費であります。

１１６ページをご覧ください。第１１款、第１項公債費、第１目元金は１２億 ５，７８７万 ７，０００円

で長期債償還元金であります。第２目利子は１億 ８，２１３万 ６，０００円で、長期債償還利子及び

一時借入金利子であります。

１１７ページをご覧ください。第１４款予備費は １，０００万円であります。

１１８ページから １２１ページまでは債務負担行為に関する調書であります。

１２２ページ、 １２３ページは地方債に関する調書であります。

１２３ページの合計の欄をご覧ください。地方債残高は前々年度末現在高の欄、平成２１年度

末では １１７億 ８，９３０万 ８，０００円であります。前年度平成２２年度末では １２１億 ８，６７０万 ２，０００

円となる見込みであります。平成２３年度中の起債借入見込額が１３億 ７，９００万円で、償還見込

額が１３億 ７３４万 ７，０００円でありますので、その結果、平成２３年度末では １２２億 ５，８３５万 ５，０

００円となる見込みであります。なお、下段は過疎対策事業債、合併特例事業債についてのう

ち書きを表記したものであります。

１２４ページの給与費明細書をご覧ください。町長、副町長の給料はそれぞれ７２万円、５７万

円で予算計上しております。給料の年間所要額は １，５４８万円、期末手当は ５６０万 ６，０００円、
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共済費は ３５２万 ８，０００円、合計 ２，４６１万 ４，０００円であります。

町議会議員は１８人で、報酬 ４，５１４万 ４，０００円、期末手当 １，３８４万 ５，０００円、共済費 ３，８５０

万 ２，０００円、合計 ９，７４９万 １，０００円であります。

その他の特別職は、教育委員、選挙管理委員などの委員と消防団員等 １，０２６人で報酬 ４，３

５４万円であります。

１２５ページをご覧ください。一般職の職員数は １８２人で、前年度に比較しまして３人の減

数であります。給料は７億 ４０８万 １，０００円、職員手当３億 ５，５８２万 ９，０００円、給与費の合計

は１０億 ５，９９１万円であります。共済費は２億 ４，６０９万 １，０００円で、給与費と合計しますと１３

億 ６００万 １，０００円であります。前年度は１３億 ４，０８１万 ２，０００円であり、比較しますと ３，４８１

万 １，０００円の減額となります。その要因としましては平成２２年人事院勧告による減額と、職

員の退職による減額であります。

以上で、平成２３年度紀北町一般会計予算の説明を終わらさせていただきます。よろしくお

願いいたします。

川端龍雄議長

どうもご苦労さんでした。

次に、議案第１８号と、第１９号の２件についての内容説明を求めます。

平谷住民課長。

平谷卓也住民課長

それでは、議案１８号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算の内容説明をさせ

ていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

議案第１８号 平成２３年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

平成２３年度紀北町の国民健康保険事業特別会計予算の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６億 ５，２７７万 ６，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２

億円と定める。
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（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書で説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。

予算書の８ページ、９ページをご覧ください。第１款国民健康保険料、第１項国民健康保

険料、第１目の一般被保険者国民健康保険料、第２目の退職被保険者等国民健康保険料につ

きましては４億 ２，２８５万 ９，０００円、 ４，６５０万 ３，０００円、それぞれ計上させていただいており

ます。料率につきましては平成２２年度と変わりなく据え置いております。

１０ページをご覧ください。第３款の使用料及び手数料、第１項手数料、第１目総務手数料、

第１節の総務手数料 １，０００円は、保険料納付証明等の手数料を、第２目督促手数料、第１節

督促手数料２万円は、保険料督促にかかる手数料を計上してございます。

第４款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目の療養給付費等負担金は医療費に対する国

の負担金４億 ４，２０１万 ３，０００円を計上しております。第２目の高額医療費共同事業負担金で

はレセプト１件８０万円を超えるものについて、県下の市町の財政安定を図るため国保連合会

において共同事業を行っておりますが、この拠出見込額に対する国の負担金 １，２０５万円を計

上してございます。第３目特定健康診査等負担金では、特定健康診査にかかる国の基準単価

による負担金 ５９４万 １，０００円を計上しております。

１１ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第１目財政調整交付金では普通調整交付金

１億 ９，６００万 ３，０００円、特別調整交付金 ２，６２５万 ８，０００円、あわせて２億 ２，２２６万 １，０００円

を計上しております。第３目出産育児一時金補助金では、平成２１年１０月１日から平成２３年３

月３１日までの暫定措置ではございましたが、本年度も引き続き実施されることになりました。

この期間に産科医療補償制度に加入している病院などで出産した場合の出産育児一時金とし

て４万円引き上げて４２万円となっておりますが、この引き上げ額４万円の２分の１が補助さ

れますので、出産見込件数から算出して３０万円を計上してございます。ちなみに平成２３年度

は１５件の出産件数を見込んでおります。
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第５款の療養給付費交付金、第１項療養給付費交付金、第１目の療養給付費交付金では、

退職被保険者の療養給付費分などに対する社会保険診療報酬支払基金から交付される交付金

２億 ２７６万 ９，０００円を計上してございます。

第６款前期高齢者交付金、第１項前期高齢者交付金、第１目の前期高齢者交付金では、６５

歳から７４歳までの被保険者の療養給付費分などに対する社会保険診療報酬支払基金からの交

付金でございまして、６億 ６，９４１万 ８，０００円を計上させていただいております。

１２ページをご覧ください。第７款県支出金、第１項県負担金、第１目の高額医療費共同事

業負担金では、国の負担金と同様に１件８０万円を超えるレセプトにかかる国保連合会の共同

事業でございまして、拠出する額に対する県の負担金 １，２０５万円を計上してございます。第

２目の特定健康診査等負担金も国の負担と同様、特定健康診査にかかる基準単価の３分の１

の負担率による負担金 ５９４万 １，０００円を計上してございます。

第２項県補助金、第２目県財政調整交付金では療養給付費等分、それから介護保険算入額、

老人医療費拠出金分、後期高齢者支援金分、地域特別調整交付金から算出いたしました１億

３７０万 ４，０００円を計上してございます。

１３ページをご覧ください。第８款共同事業交付金、第１項共同事業交付金、第１目高額医

療費共同事業交付金では、レセプト１件８０万円以上の高額医療費にかかる国保連合会からの

交付金 ４，８２０万 １，０００円を計上してございます。第２目の保険財政共同安定化事業交付金と

して２億 ５，２７７万 ７，０００円計上しておりますが、レセプト１件３０万円以上、８０万円未満の医

療費にかかる支払いに対しまして、財政の安定化を図るため県下の市町が共同して国保連合

会において行う事業でございまして、拠出金を出し合って、これを原資にして支払いの状況

に応じて各市町に交付されるものでございます。

第９款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金では、国民健康保険財政調

整基金積立金利子として １，０００円を計上してございます。

１４ページをご覧ください。第１０款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目の一般会計繰入金

では１億 ７，８５０万 ８，０００円計上しておりますか、一般会計からの法定分の繰り入れでありま

す。これは保険基盤安定繰入金で保険料軽減分にかかるもの、職員給与費等繰入金などを繰

り入れるものでございます。

１５ページをご覧ください。第２項積立基金繰入金、第１目積立基金繰入金では、 １，６３５万

６，０００円計上しておりますか、財政調整のため財政調整基金を一部取り崩して歳入に充てる

ものでございます。
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第１１款繰越金、第１項繰越金、第１目繰越金では、前年度繰越金として １，０００万円計上し

ておりますが、平成２２年度の歳計剰余金を見込んだものでございます。

第１２款諸収入、第４項雑入、第３目一般被保険者第三者納付金 １００万円、それと１６ページ

の第４目退職被保険者等第三者納付金１０万円は、それぞれ交通事故によります損害賠償金に

かかる納付金を計上してございます。第５目一般被保険者返納金、第６目退職被保険者等返

納金では診療報酬返納金として、それぞれ １，０００円計上してございます。第７目の雑入では

療養費等の支給にかかる国負担分として １，０００円計上してございます。

次に、歳出を説明させていただきます。

１７ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では ４，０

４８万 ７，０００円計上しておりますが、職員人件費として５名分の給料等 ３，４１１万 ９，０００円を、

嘱託職員賃金は事務補助員１名分の賃金 １９３万 ９，０００円を、一般事務事業では ４４２万 ９，０００

円計上しておりますが、被保険者証の郵送料や国保連合会での共同処理電算事務手数料等で

ございます。

１８ページをご覧ください。第２目連合会負担金では三重県国民保険団体連合会負担金とし

て９７万 １，０００円計上しておりますが、国保連合会審査事務処理にかかる一般負担金や保健事

業にかかる負担金等でございます。

１９ページをご覧ください。第２項徴収費、第１目賦課徴収費では、保険料賦課徴収事業と

いたしまして ５３５万 ４，０００円計上しておりますが、保険料徴収する相談員の賃金、保険料決

定通知書の郵送料、口座振替手数料などでございます。

２０ページをご覧ください。第３項運営協議会費、第１目運営協議会費では、昨年と同額の

１５万円計上してございます。国民健康保険運営協議会運営事業として、委員の報酬を計上さ

せていただいております。

２１ページをご覧ください。第２款保険給付費、第１項療養諸費、第１目一般被保険者療養

給付費では、療養給付費分１４億 ９，０５７万 ８，０００円、交通事故にかかる第三者行為分 １００万円、

あわせて１４億 ９，１５７万 ８，０００円を計上してございます。第２目の退職被保険者等療養給付費

につきましても、療養給付費分１億 ４，４４３万 ８，０００円と、第三者行為分１０万円、あわせて１

億 ４，４５３万 ８，０００円を計上してございます。第３目の一般被保険者療養費では、一般被保険

者の療養費として １，６１６万 ５，０００円を計上してございます。第４目の退職被保険者等療養費

につきましても退職被保険者等の療養費 １４８万 ５，０００円を計上してございます。第５目審査

支払手数料では診療報酬支払手数料及び療養調査手数料として ４９０万 ８，０００円計上しており
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ますが、国保連合会への診療報酬審査手数料などでございます。

２２ページをご覧ください。第２項高額療養費、第１目一般被保険者高額療養、第２目退職

被保険者等高額療養費につきましては、医療費が高額になった場合の一部負担給付をするも

ので、それぞれ２億 １３１万 ９，０００円、 ２，６９８万 ５，０００円を計上してございます。第３目一般

被保険者高額介護合算療養費といたしまして １００万円計上しておりますが、医療保険分と介

護保険分にかかる自己負担額を合算して決められた限度額を超えた場合に、その超えた分に

相当する額を助成するものでございます。第４目退職被保険者等高額介護合算療養費につき

ましても同様に３０万円計上してございます。

２３ページをご覧ください。第４項出産育児諸費、第１目出産育児一時金は ６３０万円計上し

ておりますが、１５件分を見込んでございます。第２目の支払手数料につきましては、出産育

児一時金を医療機関に三重県国民健康保険団体連合会をとおして直接支払いをするための経

費といたしまして ４，０００円計上してございます。

２４ページをお願いいたします。第５項葬祭諸費、第１目葬祭費では６０件を見込まして ３００

万円の計上となってございます。

２５ページをご覧ください。第３款後期高齢者支援金等、第１項後期高齢者支援金等、第１

目後期高齢者支援金では２億 ６，２９８万 ４，０００円計上しておりますが、７５歳以上の後期高齢者

の医療給付に充てるため、社会保険診療報酬支払基金に支出するものでございます。第２目

の後期高齢者関係事務費拠出金３万 ８，０００円につきましても、同様に運営事務費といたしま

して支出するものでございます。

２６ページをご覧ください。第４款前期高齢者納付金、第１項前期高齢者納付金等、第１目

前期高齢者納付金では４９万 ７，０００円計上してございますが、６５歳から７４歳の前期高齢者にか

かる医療費を社会保険診療報酬支払基金のほうへ納付するための納付金でございます。第２

目の前期高齢者関係事務費拠出金３万 ５，０００円につきましても、前期高齢者にかかる社会保

険診療報酬支払基金への納付金の徴収事務費として基金へ拠出するものでございます。

２７ページをご覧ください。第５款老人保健拠出金、第１項老人保健拠出金、第１目老人保

健医療費拠出金では２８万 ５，０００円計上してございますが、老人保健医療の対象者に対する療

養給付費の共同事業への拠出金でございまして、これも社会保険診療報酬支払基金のほうへ

拠出するものでございます。第２目老人保健事務費拠出金２万円も同様に、社会保険診療報

酬支払基金のほうへ老人保健医療費拠出金の徴収事務費として拠出するものでございます。

２８ページをご覧ください。第６款介護納付金、第１項介護納付金、第１目の介護納付金は
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介護給付費納付金として１億 １６８万 ５，０００円計上しておりますが、介護保険の第２号被保険

者にかかる割り当てられた保険料を社会保険診療報酬支払基金へ納付するものでございます。

２９ページをご覧ください。第７款共同事業拠出金、第１項共同事業拠出金、第１目の高額

医療費共同事業医療費拠出金では ４，８２０万 １，０００円計上しておりますが、レセプト１件８０万

円以上の高額医療費の支払いのための共同事業で、三重県国保連合会から割り当てられた額

を拠出するものでございます。第３目その他共同事業事務費拠出金 １，０００円の計上は、三重

県国民健康保険団体連合会に対しまして、退職被保険者の資格の割り出しを行うための経費

を拠出するものでございます。第４目の保険財政共同安定事業拠出金では２億 ５，２７７万 ７，０

００円計上しておりますが、レセプト１件３０万円以上、８０万円未満の支払いにあたりまして、

財政運営の安定化を図るため共同事業で、三重県国保連合会へ割り当てられた額を拠出する

ものでございます。

３０ページをお願いいたします。第８款保健事業費、第１項特定健康診査等事業費、第１目

の特定健康診査等事業費では、４０歳から７４歳の被保険者を対象に行う生活習慣病予防のため

の健診等にかかる電算事務委託料、健診委託料などの経費といたしまして ２，５９８万 ７，０００円

を計上してございます。

３１ページをお願いいたします。第２項保健事業費、第１目保健衛生普及費では ３７７万 ８，０

００円計上してございますが、国民健康保険事業の ３６３万 ６，０００円は医療費通知にかかる経費、

脳ドック検診委託料などの経費でございまして、また、国保ヘルスアップ事業の１４万 ２，０００

円は生活習慣病の予防、改善のための運動指導講座の経費等を計上してございます。

３２ページをご覧ください。第９款基金積立金、第１項基金積立金、第１目の財政調整基金

積立金 １，０００円の計上は、基金の積立利息でございます。

３３ページをお願いいたします。第１０款公債費、第１項公債費、第１目利子では一時借入金

利子として２４万 ３，０００円を計上してございます。

３４ページをお願いいたします。第１１款諸支出金、第１項償還金、第１目の一般被保険者保

険料還付金の １５０万円、第２目退職被保険者等保険料還付金の２０万円は、いずれも保険料の

過誤納付に対する還付金を計上してございます。

３５ページをご覧ください。第１３款の予備費につきましては、昨年と同額の １，０００万円を計

上してございます。

以上で、議案第１８号 平成２３年度国民健康保険事業特別会計予算の説明を終わらさせてい

ただきます。
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平谷卓也住民課長

続きまして、議案第１９号 平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算の内容説明をさ

せていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

平成２３年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算

平成２３年度紀北町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４億 ８，３７２万 ３，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

５，０００万円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）医療諸費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

それでは、その内容につきまして予算に関する説明書で説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。

予算書の６ページをご覧ください。第１款後期高齢者医療保険料、第１項後期高齢者医療

保険料の合計額１億 ２，５５７万 ９，０００円は、三重県後期高齢者医療広域連合が国の基準に基づ

きまして算出したものでありまして、第１目の特別徴収保険料として ７，１４０万 １，０００円、第

２目普通徴収保険料として ５，４１７万 ８，０００円、それぞれ計上してございます。

第２款使用料及び手数料、第１項手数料、第２目督促手数料でございますが、保険料督促

にかかる手数料として １，０００円計上してございます。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目の事務費繰入金では２億 ９，２３７万 １，０００円

計上しておりますが、職員人件費や事務費などを一般会計から繰り入れるものでございます。
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７ページをお願いいたします。第２目保険基盤安定繰入金の計上額 ６，５２７万 ２，０００円につ

きましては、保険料軽減分に対する繰入金を計上してございます。

第６款諸収入、第２項償還金及び還付加算金、第１目保険料還付金では５０万円計上してお

りますが、三重県後期高齢者医療広域連合に納付した保険料負担金に過誤が生じた際の還付

金を見込みまして計上してございます。

次に、歳出につきまして説明させていただきます。８ページをお願いいたします。

第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では １，１４３万 １，０００円計上しており

ますが、職員人件費といたしまして職員１名分の人件費 ９０１万 ７，０００円、一般事務事業では、

後期高齢者電算システム保守委託料などの経費 ２４１万 ４，０００円でございます。

９ページをお願いいたします。第２項徴収費、第１目徴収費では保険料徴収事業といたし

まして、普通徴収にかかる保険料を徴収するための経費２１万円を計上してございます。

１０ページをご覧ください。第２款後期高齢者医療広域連合納付金、第１項後期高齢者医療

広域連合納付金、第１目後期高齢者医療広域連合納付金４億 ７，１５８万 ２，０００円は、三重県後

期高齢者医療広域連合の運営経費を計上してございます。

１１ページをご覧ください。第４款諸支出金、第１項償還金及び還付加算金、第１目の保険

料還付金につきましては５０万円計上しておりますが、過年度分の保険料の過誤納等にかかる

被保険者への還付金を見込んだものでございます。

以上で、議案第１９号 平成２３年度後期高齢者医療特別会計予算の説明を終わらさせていた

だきます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

ここでフィルムの取り替えのため、暫時休憩します。

この場でちょっとお待ちください。

（午後 ４時 ０５分）

川端龍雄議長
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休憩前に引き続き、会議を再開いたします。

（午後 ４時 ０７分）

川端龍雄議長

次に、議案第２０号についての内容説明を求めます。

谷福祉保健課長。

谷吉希福祉保健課長

それでは、議案第２０号 平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計予算について、ご説

明いたします。

予算書の１ページをお願いいたします。

平成２３年度紀北町の介護サービス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億 ９，４８７万 ３，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額は、

３，６００万円と定める。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

歳入予算から説明いたします。６ページをお願いいたします。

第１款サービス収入、第１項介護給付費収入は１億 ７，１０６万 ４，０００円であります。第１目

居宅介護サービス費収入 １，１４３万 １，０００円は、第１節短期入所生活介護費収入でありまして、

居宅介護サービス費の保険者収入が ９５９万 ６，０００円、利用者収入が １８３万 ５，０００円でありま

す。

第２目施設介護サービス費収入は１億 ５，９６３万 ３，０００円でありまして、第１節施設介護サ

ービス費収入で、保険者収入が１億 ３，８８３万 ２，０００円、利用者収入が ２，０８０万 １，０００円であ
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ります。

第４款寄附金、第１項寄附金は １，０００円でございます。

続きまして７ページをお願いいたします。第５款繰入金、第１項基金繰入金につきまして

は、第１節紀北町指定介護老人福祉施設基金繰入金の １，８８０万円であります。

第６款繰越金、第１項繰越金は歳計剰余金 １，０００円でございます。

続きまして、８ページをお願いいたします。第７款諸収入、第１項受託事業収入につきま

しては、要介護認定調査受託事業収入の １，０００円であります。

第２項雑入につきましては３５万 ６，０００円でありまして、介護実習受入手数料、自動販売機

手数料、選挙時の老人ホーム職員以外の立ち会いに対する経費でございます。

続きまして、９ページをお願いいたします。第３項利用料減免補助金は９０万円でありまし

て、利用者負担額補助金であります。

第４項介護職員処遇改善交付金は ３７５万円の昨年同様の介護報酬に ２．５％を乗じたもので

ございます。

続きまして、歳出予算についてご説明いたします。

１０ページをお願いいたします。第１款総務費、第１項施設管理費、第１目一般管理費は１

億 ８，６４３万 １，０００円であります。内容につきましては職員人件費が正職員１４名分で ８，９１２万

５，０００円であります。臨時職員賃金につきましては１９名分で ４，５６１万 ３，０００円であります。

次に、老人ホーム管理運営事業は ５，１３６万 ７，０００円でありまして、管理運営費の主なもの

といたしましては、嘱託医報償費が ３７２万 ６，０００円、消耗品費、光熱水費、賄材料費などの

需用費が ２，２００万 ９，０００円、介護事務処理支援システムの保守点検等委託料が ３５４万 ６，０００

円、寝具借入料などの使用料及び賃借料が９７万円、老朽化に伴う床の張り替え工事、地上デ

ジタル配線工事の工事費請負費が １，９１５万 ４，０００円であります。利用者育成事業といたしま

して、家族交流会、夏祭り、秋の遠足等の執行経費等が３２万 ６，０００円であります。

続きまして、１３ページをお願いいたします。第２款サービス事業費、第１項居宅サービス

事業は ８３９万 ８，０００円で、短期入所生活介護にかかる経費であります。

続きまして、１４ページをお願いいたします。第４款公債費につきましては、一時借入金の

利子４万 ４，０００円であります。

以上で、平成２３年度紀北町介護サービス事業特別会計予算の説明を終わらせていただきま

す。よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長
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次に、議案第２１号についての内容説明を求めます。

奥川水道課長。

奥川英水道課長

それでは、平成２３年度紀北町水道事業会計予算について、ご説明させていただきます。

予算書をよろしくお願いします。

１ページをお願いします。

議案第２１号 平成２３年度紀北町水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成２３年度紀北町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給水戸数 ９，６２２戸

（２） 年間総給水量 ２６１万 ３，７２７㎥

（３） 一日平均給水量 ７，１６１㎥

（４） 主な建設改良事業 紀北町水道事業基本計画策定委託業務 １，４２９万 ６，０００円

紀北町上水道管理システム構築委託業務 １，０１７万 ５，０００円

古里・道瀬簡易水道統合整備事業 ６，８４６万円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入 第１款 水道事業収益 ４億 ３２７万円

第１項 営業収益 ２億 ７，４０４万 ３，０００円

第２項 営業外収益 ９７万 ２，０００円

第３項 簡易水道営業収益 １億 １，４４８万 ８，０００円

第４項 簡易水道営業外収益 １，３７６万 ７，０００円

支出 第１款 水道事業費用 ３億 ６，８７７万 ４，０００円

第１項 営業費用 ２億 １，７２４万 ５，０００円

第２項 営業外費用 ３，２７７万 ６，０００円

第３項 簡易水道営業費用 ９，２０９万円

第４項 簡易水道営業外費用 ２，６６０万円

第５項 特別損失 ６万 ３，０００円
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２ページをお願いします。

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１億 ６，０５２万 ２，０００円は、当年度分損益勘定留保資金等で補てん

するものとする。

収入 第１款 資本的収入 １億 １，７８９万 ９，０００円

第１項 負担金 ２８０万円

第２項 補助金 ７，１９９万 ９，０００円

第３項 企業債 ４，３１０万円

支出 第１款 資本的支出 ２億 ７，８４２万 １，０００円

第１項 建設改良費 １億 １，４２８万 １，０００円

第２項 企業債償還金 １億 ６，４１４万円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

起債の目的、限度額は簡易水道事業債 ２，１６０万円、過疎対策事業債 ２，１５０万円、計 ４，３

１０万円、起債の方法、利息、償還の方法は記載のとおりでありますす。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、 ７，０００万円と定める。

３ページをお願いします。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

（１）各項に計上した予定額に過不足が生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

（１）職員給与費 ６，９６４万 ６，０００円

（他会計からの補助金）
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第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 ７，０７６万 ６，０００円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、 ７００万円と定める。

平成２３年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、２４ページの予算実施計画説明書で、ご説明させていただきます。

収益的収入及び支出でございます。

まず収入ですが、第１款、第１項、第１目の給水収益は２億 ７，２０１万 ６，０００円であります。

内容につきましては、紀伊長島区と海山区の上水道の使用料で、紀伊長島区は１億 ７，７００万

６，０００円、海山区は ９，５０１万円を見込んでおります。

第２目その他の営業収益 ２０２万 ７，０００円であります。主なものとしましては給水工事用材

料売却収入４５万 ９，０００円、上水道加入分担金２７件分、 １４５万 ９，０００円でございます。

次に、第２項、第１目の受取利息及び配当金は５１万円で、これは定期預金の利息でござい

ます。第２目雑収益は１３万 ２，０００円であります。主なものとしましては土地貸付料１３万 １，０

００円などであります。第３目の補助金は３３万円で、これは上水道企業債償還利子にかかる一

般会計補助金であります。

２５ページをお願いします。次に第３項、第１目の給水収益は１億 １，３５３万 ７，０００円であり

ます。これは簡易水道の水道料で、紀伊長島区 ３，５１９万 ９，０００円、海山区 ７，８３３万 ８，０００円

でございます。第２目その他営業収益は９５万 １，０００円で、主なものは簡易水道の加入分担金

１３件分の７０万 ３，０００円でございます。

次に、第４項、第１目の補助金 １，３７６万 ７，０００円であります。これは簡易水道企業債償還

利子にかかる一般会計補助金でございます。

２６ページをお願いします。次に支出でございます。

第１款、第１項、第１目の原水及浄水費は ２，３３１万 ２，０００円であります。内容につきまし

ては、上水道の原水及び浄水設備の維持管理に要する経費を計上しております。主なものと

しましては、原水及び処理水の水質検査委託料ほか ３５０万円、水源地等の施設修繕代 １００万

円、水源地及び浄水場の電気代 １，７００万円、薬品費の塩素 １０８万 ９，０００円でございます。

第２目配水及給水費は １，７５０万 ６，０００円であります。内容につきましては、浄水施設のほ

か配水池、配水管、送水管の維持管理等に要する経費を計上しております。主なものとしま

しては、修繕料の ９６０万円は量水器取替工事 ９８６戸分の ３４０万 ７，０００円と、給配水管等の修
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繕代 ４５０万円などで、動力費の ２０４万円は加圧ポンプ所等の電気代で、材料費 ４２０万円は取

替量水器 ９８６戸分の購入費 ３３０万円と、修繕材料代９０万円でございます。

次に、３目総係費 ８，７７０万円であります。内容につきましては、上水道の水道料金の調定、

収納事務のほか、事業活動全般に関する経費を計上しております。主なものとしましては、

水道水源保護審議会委員報酬２６万円、職員９名分の給与費 ６，９０２万 ３，０００円、臨時職員２名

分の賃金 ３９０万 ７，０００円、委託料 ７３６万 １，０００円のほか、賃借料は １６７万 ６，０００円でござい

ます。委託料の主なものは検針業務委託料 ３６７万 ７，０００円、集金業務委託料 １０８万 １，０００円、

水道料金システム業務委託料 ２４９万 ９，０００円などでございます。また、賃借料の主なものは

水道企業会計システム電算機器使用料８３万 ９，０００円、光ファイリングシステム６８万 ２，０００円

などでございます。

第４目の減価償却費は ８，７９１万 ８，０００円であります。

第５目の資産減耗費は５０万円であります。

第６目のその他営業費用は３０万 ９，０００円であります。これは指定工事店への給水装置工事

用材料売却に伴う売却原価であります。

続きまして２９ページをお願いします。第２項営業外費用、第１目支払利息 ２，０４９万 ７，０００

円で、主なものとしまして上水道の企業債利子償還金でございます。

第２目の消費税 １，２２７万 ８，０００円であります。

第３目雑支出は １，０００円であります。

次に、第３項の簡易水道営業費用 ９，２０９万円につきましては、簡易水道事業にかかる経費

であります。第１目原水及浄水費は ２，０２８万 ９，０００円であります。内容につきましては、簡

易水道の原水及び浄水施設の維持管理に要する経費を計上しております。主なものとしまし

ては、原水及び処理水の水質検査などの委託料 ５９０万円、水源地の施設修繕費 ２００万円、水

源地の電気代 １，１１６万円、薬品費５９万円などでございます。

３０ページをお願いします。第２目の配水及給水費は ９７４万 ４，０００円であります。主なもの

としましては、通信運搬費で１１回線の専用電話料金 １５２万 ２，０００円、修繕費 ６３０万円、量水

器 １６３戸の取替工事費５４万 １，０００円、配水管修繕代など ５００万円、材料代 １４２万 ８，０００円は、

取替量水器 １６３戸分の購入費５２万 ８，０００円と、修繕材料代９０万円でございます。

次に、第３目総係費は １，２３１万 ２，０００円であります。内容につきましては、簡易水道の水

道料金の計算、収納等の事務にかかる簡易水道全般の経費を計上しております。主なものと

しましては、職員１名分の給与費 ７６３万 ６，０００円のほか、委託料 ３２０万円でございます。委
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託料の主なものは検針業務委託料 １５０万円、集金業務委託料６３万円、簡易水道料金システム

業務委託料 １０７万円でございます。

３１ページをお願いします。第４目減価償却費 ４，１９０万 ４，０００円であります。

第５目資産減耗費 ７７０万円であります。

第６目その他営業費用は１４万 １，０００円であります。これは指定工事店への材料売却に伴う

売却原価でございます。

次に、第４項簡易水道営業外費用、第１目の支払利息は ２，６６０万円で、これは簡易水道企

業債利子償還金でございます。

第５項特別損失、第１目過年度損益修正損６万 ３，０００円であります。これは過誤納等によ

る過年度分の水道料金の歳出還付金でございます。

３２ページをお願いします。資本的収入及び支出でございます。

まず収入です。第１款、第１項、第１目の負担金 ２８０万円であります。これは消火栓設置

７箇所の一般会計からの工事負担金であります。

次に、第２項、第１目の補助金 ７，１９９万 ９，０００円で、これは簡易水道企業債償還元金にか

かる一般会計補助金 ３，２３６万 ９，０００円と、上水道事業繰出金は ２，４３０万円で、市町村合併推

進体制整備費補助金の充当分で、水道事業基本計画策定事業に １，４２０万円、水道管理システ

ム構築事業に １，０１０万円を、一般会計からの充当する繰出金でございます。

国庫補助金 １，５３３万円は古里・道瀬簡易水道統合整備事業にかかる国庫補助金で、平成１９

年度から４カ年で実施しておりましたが、関係機関との詳細協議に時間を要したことから事

業の進捗が遅れ、平成２４年度まで２カ年延長するものであります。

次に、第３項、第１目企業債は ４，３１０万円で、これは古里・道瀬簡易水道統合整備事業の

企業債借入金で、簡易水道事業債 ２，１６０万円と、過疎対策事業債 ２，１５０万円でございます。

３３ページをお願いします。

次に、支出でございます。第１款、第１項、第１目上水道改良費は ３，０４７万 １，０００円であ

ります。内容につきましては、高速道路建設工事に伴う実施設計委託料 ２００万円、水道事業

基本計画策定業務 １，４２９万 ６，０００円、上水道管理システム構築委託業務 １，０１７万 ５，０００円で

あります。工事請負費 ４００万円で、上水道の支障移転などの緊急用、工事用でございます。

第２目固定資産購入費は ５３５万円であります。機械及び装置購入費 ５１０万円は、三浦簡易

水道水源地遠方監視システム改良で、工事器具備品購入費２５万円は水道課で使用する工具費

でございます。
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第３目簡易水道改良費 ７，８４６万円であります。内容は委託料 ２００万円で、高速道路建設工

事に伴う配水管支障移転工事実施設計委託業務であります。工事請負費 ７，６４６万円で、古里

・道瀬簡易水道統合整備事業に ６，８４６万円と、簡易水道配水管布設替支障移転工事に ８００万

円を計上いたしております。

次に、第２項、第１目の企業債償還金は１億 ６，４１４万円で上水道事業分が１億 ４４３万 ５，０

００円、簡易水道事業分が ５，９７０万 ５，０００円であります。

以上で、平成２３年度紀北町水道事業会計予算の説明を終わらさせていただきます。どうぞ

よろしくお願いいたします。

川端龍雄議長

以上で、各議案の提案理由並びに内容説明を終わります。

お諮りします。

ただいま説明のありました各議案に対する質疑については、第２日目、３月４日の本会議

で行うことにしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

川端龍雄議長

異議なしと認めます。

したがって、各議案に対する質疑については、第２日、３月４日、明日の本会議で行うこ

とに決定しました。

川端龍雄議長

以上で、本日の日程はすべて終了しました。

なお、一般質問通告書の締め切りは、明日の午後２時までであります。締め切り時間につ

いては十分に注意していただき、できるだけ早めに提出くださるようにお願いいたします。

本日はこれで散会いたします。

（午後 ４時 ３５分）
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地方自治法第 １２３条第２項の規定により下記に署名する。

平成２３年６月８日

紀北町議会議長　　川端龍雄

紀北町議会議員　　松永征也

紀北町議会議員　　平野隆久
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